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民 生 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２７年３月１１日（水）午前９時５７分　開会

　　　　　　　　　　　　　午後４時１３分　閉会

１．場所

第二委員会室

１．出席委員

委 員 長 上村高義  副委員長 福住礼子  委　　員 村上英明

委　　員 市来賢太郎 委　　員 増永和起  委　　員 山崎雅数 

１．欠席委員

なし　

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正 副市長　小野吉孝

生活環境部長　杉本正彦 同部理事　北野人士

同部次長兼産業振興課長　山田雅也　　

保健福祉部長　堤　守　　　同部理事　島田　治

同部参事兼高齢介護課長　鈴木康之　

保健福祉課長　前野さゆみ　障害福祉課長　吉田量治

国保年金課長　安田信吾　　高齢介護課参事　川口敦子

１．出席した議会事務局職員
事務局長　藤井智哉 同局書記　井上智之


１．審査案件（審査順）

議案第　１号　平成２７年度摂津市一般会計予算所管分

議案第　９号　平成２６年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所管分

議案第　６号　平成２７年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計予算

議案第　３号　平成２７年度摂津市国民健康保険特別会計予算

議案第１１号　平成２６年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）

議案第　８号　平成２７年度摂津市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１４号　平成２６年度摂津市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

議案第　７号　平成２７年度摂津市介護保険特別会計予算

議案第１３号　平成２６年度摂津市介護保険特別会計補正予算（第４号）

議案第２５号　摂津市指定介護予防支援事業者の指定並びに指定介護予防支援等の事

業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準を定める条例制定の件
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議案第２６号　摂津市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を

定める条例制定の件

議案第３６号　摂津市立保健センター条例の一部を改正する条例制定の件

議案第３７号　摂津市介護保険条例の一部を改正する条例制定の件

議案第２０号　指定管理者指定の件（摂津市立みきの路）

議案第２１号　指定管理者指定の件（摂津市立ひびきはばたき園ほか２施設）

所管事項に関する事務調査について
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（午前９時５７分　開会）

○上村高義委員長　それでは、ただいま

から民生常任委員会を開会します。

　本日の委員会記録署名委員は、増永委

員を指名します。

　議案第６号の審査を行います。

　本件について補足説明を省略し、質疑

に入ります。

　市来委員。

○市来賢太郎委員　おはようございます。

　それでは、質問をさせていただきます。

平成２７年度摂津市パートタイマー等退

職金特別会計の予算ですけれども、まず

現在の保険者数と被保険者数、そして利

用されている方が多くいらっしゃると思

うんですけれども、どんな職種の方々が

多くいらっしゃるのかわかれば教えてい

ただきたいなと思います。

○上村高義委員長　山田次長。

○山田生活環境部次長　パートタイマー

退職金共済制度の現在の加入状況でござ

いますが、事業所数が２月末現在で３４

事業所、被共済者、加入者が１９０名と

いうことでございます。

　職種といいますか、業種別で分類して

いるんですけれども、建設業が４事業所

の１１名、製造業が１２事業所の７６名、

運輸通信業が１事業所７名、卸売小売飲

食業が２事業所９名、サービス業が６事

業所１３名、教育学習支援業が１事業所

１７名、その他が８事業所の５７名とい

う構成になっております。

○上村高義委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　ありがとうございま

す。１９０名ぐらいの方が入っておられ

るということなんですけれども、市とし

てこのサービスを行っていく上で、適度

な数字だと思われているのか、もうちょっ

とふやしたほうがいいんじゃないのかな

と思われているのか、その辺の見解をお

聞かせいただきたいと思います。

　それと私は少ないなと思っているんで

すけれども、ほかの団体というか、商工

会とかでも同じようなサービスが受けら

れると思うんですけれども、このパート

タイマー等退職金制度を市が運営してい

く、その目的というか、ほかでもできる

のにわざわざが市がやっていくというよ

うな意味合いをどう捉えていらっしゃる

のか、その２点についてお伺いしたいと

思います。

○上村高義委員長　山田次長。

○山田生活環境部次長　この点につきま

しては、決算委員会のときでもご質問あっ

たかと思いますが、数の１９０名が多い

か少ないかといいますと、ピーク時から

するとかなり減となっております。現状

でいいますと、この程度の加入者数が適

当なのかなと思っております。

　それから市が行う意義ということです

が、発足当時、全国に先駆けてパートタ

イマーの方の共済ということで制度をつ

くりまして、今日に至るわけなんですけ

れども、その後、国の制度等の改正もあ

りますし、それから雇用の形態といいま

すか、例えば派遣社員であるとか、契約

社員であるとか、そういった形態も時代

とともに変化しております。そういう意

味で、この制度自体も時代に合わせて見

直しを図っていく必要はあると思ってお

ります。ただ、現在加入されておられる

方も１９０名ございますので、この方々

の福利厚生のために引き続き頑張ってい

く必要もあると思っております。

○上村高義委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　ありがとうございま

す。目的についてお伺いしました。この

特別会計に関しまして、特に大きなお金

が使われているというわけではないんだ

と思いますけれども、市の公的サービス

－3－



を行っていく上で、いつまでもたくさん

お金があるわけではないというのは、も

う市の見解でよくお伺いしていますので、

できることと、できないことと分けて行

政サービスを行っていく必要があると思

います。言いかえれば取捨選択といいま

すか、これはして、これはしないという

選択をしていくときに来ているのかなと

思いますので、あり方としてもう一度考

え直してもいいのかなというような時期

だと思います。それを含めて、全体的な

あり方について、もう一度ご検討してい

ただきたいと思います。以上で、要望と

いたします。

○上村高義委員長　ほかにございません

か。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　先ほど答弁もいただき

ましたように、これからも頑張ってほし

いと私は思うんですけれども、一昨年に

なりますか、企業等の実態調査でもアピー

ルをしていただいて、そのときは興味を

示された企業も幾つかあるということで

したので、ぜひ摂津市民のパートタイマー

の方々の福利厚生の制度を少しでもよく

するという立場では頑張ってほしいと思

います。要望にしておきます。

○上村高義委員長　他よろしいですか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で、質疑を終わ

ります。

　暫時休憩します。

（午前１０時４分　休憩）

（午前１０時７分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　議案第３号及び議案第１１号の審査を

行います。

　本２件のうち、議案第１１号について

は補足説明を省略し、議案第３号につい

て補足説明を求めます。

　堤保健福祉部長。

○堤保健福祉部長　議案第３号、平成２

７年度摂津市国民健康保険特別会計予算

につきまして、補足説明をさせていただ

きます。

　まず、歳入でございますが、１０ペー

ジ、款１国民健康保険料、項１国民健康

保険料、目１一般被保険者国民健康保険

料は、高齢化の進展による保険給付費な

ど歳出の増加により前年度に比べ５．０

％の増加となっております。収納率は、

現年度は９０．０％、滞納繰越分が１１．

５％を見込んでおります。

　目２退職被保険者等国民健康保険料は、

前年度に比べ４２．７％の減で、退職被

保険者等の新規適用の廃止に伴う被保険

者数の減などによるものでございます。

　款２使用料及び手数料、項１手数料、

目１督促手数料は、前年度に比べ１２．

５％の増となっております。

　１２ページ、款３国庫支出金、項１国

庫負担金、目１療養給付費等負担金は、

前年度に比べ１．１％の増で、給付費の

増などによるものでございます。

　目２高額医療費共同事業負担金は、前

年度に比べ０．８％の減で、８０万円以

上の高額医療費に係る共同事業医療費拠

出金の４分の１の法定負担分を見込んで

おります。

　目３特定健康診査等負担金は、前年度

に比べ１．４％の減でございます。

　項２国庫補助金、目１財政調整交付金

は、前年度に比べ１４．０％の増で、給

付費の増などによるものでございます。

　款４療養給付費交付金、項１療養給付

交付金、目１療養給付費交付金は、前年

度に比べ３４．３％の減で退職被保険者

等に係る医療費等の減によるものでござ

います。

　１４ページ、款５前期高齢者交付金、
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項１前期高齢者交付金、目１前期高齢者

交付金は、前年度に比べ１．０％の増で

６５歳以上の前期高齢者数の増に伴うも

のでございます。

　款６府支出金、項１府負担金、目１高

額医療費共同事業負担金は、前年度に比

べ０．８％の減でございます。

　目２特定健康診査等負担金は、前年度

に比べ１．４％の減でございます。

　項２府補助金、目１事業助成補助金は、

前年度に比べ１１．０％の減となってお

ります。

　目２財政調整交付金は、前年度に比べ

１２．２％の増となっております。

　款７共同事業交付金、項１共同事業交

付金、目１高額医療費共同事業交付金は、

前年度に比べ７．３％の減で、国保連合

会への拠出額の減に伴い、過去の実績を

参考に計上いたしたものでございます。

　１６ページ、目２保険財政共同安定化

事業交付金は、前年度に比べ１７３．６

％の増で、制度の拡充による対象医療費

の増によるものでございます。

　款８繰入金、項１一般会計繰入金、目

１一般会計繰入金は、前年度に比べ２．

３％の減で、職員給与費等繰入金の減な

どによるものでございます。

　目２保険基盤安定繰入金は、前年度に

比べ３０．０％の増で、保険者支援制度

の拡充に伴うものでございます。

　款９諸収入、項１雑入、目１一般被保

険者第三者納付金、目２退職被保険者等

第三者納付金、目３一般被保険者返納金、

目４退職被保険者等返納金は、過去の実

績を参考に計上いたしております。

　目５雑入は、現金給付の指定公費を見

込んでおります。

　１８ページ、項２延滞金、加算金及び

過料、目１延滞金は納期限におくれた保

険料に係るものでございます。

　次に、歳出でございますが、２０ペー

ジ、款１総務費、項１総務管理費、目１

一般管理費は、前年度に比べ１２．１％

の減で、２年ごとに行っております被保

険者証の一斉更新に係る費用の減などに

よるものでございます。

　目２連合会負担金は、前年度に比べ１．

２％の減となっております。

　目３市町村部会負担金は、前年度と同

額となっております。

　項２徴収費、目１賦課徴収費は、前年

度に比べ１９．１％の減でございます。

　２２ページ、項３運営協議会費、目１

運営協議会費は、前年度と同額となって

おります。

　款２保険給付費、項１療養諸費、目１

一般被保険者療養給付費は、前年度に比

べ２．２％の増で、１人当たりの費用額

は、就学児から６４歳までが約２２万３，

０００円、前期高齢者が約５６万３，０

００円、未就学児が約３２万３，０００

円を見込んでおります。

　目２退職被保険者等療養給付費は、前

年度に比べ２４．０％の減で、退職被保

険者の減少に伴い、医療費の減を見込ん

でおります。

　目３一般被保険者療養費は、前年度に

比べ１４．２％の減でございます。

　目４退職被保険者等療養費は、前年度

に比べ３７．２％の減でございます。

　目５審査支払手数料は、前年度に比べ

０．４％の減でございます。

　２４ページ、項２高額療養費、目１一

般被保険者高額療養費は、前年度に比べ

８．１％の増で、高額療養費の区分の細

分化に伴う支給件数の増を見込んだもの

でございます。

　目２退職被保険者等高額療養費は、前

年度に比べ２４．６％の減でございます。

　目３一般被保険者高額介護合算療養費
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及び目４退職被保険者等高額介護合算療

養費は、これまでの実績をもとに精査し

たものでございます。

　項３移送費、目１一般被保険者移送費

及び目２退職被保険者等移送費は、前年

度と同額となっております。

　２６ページ、項４出産育児諸費、目１

出産育児一時金は、前年度に比べ５．９

％の減でございます。

　目２支払手数料は、前年度に比べ１１．

１％の減でございます。

　項５葬祭諸費、目１葬祭費は、前年度

に比べ２．９％の減でございます。

　項６精神・結核医療給付費、目１精神・

結核医療給付金は、前年度に比べ５．５

％の増でございます。

　２８ページ、款３後期高齢者支援金等、

項１後期高齢者支援金等、目１後期高齢

者支援金は、前年度に比べ１．３％の減

で被保険者数の減少により減となったも

のでございます。

　目２後期高齢者関係事務費拠出金は、

前年度に比べ０．９％の増となっており

ます。

　款４前期高齢者納付金等、項１前期高

齢者納付金等、目１前期高齢者納付金は、

前年度に比べ２１．７％の減で、１人当

たり単価の減額によるものでございます。

　目２前期高齢者関係事務費拠出金は、

前年度と比べ２．１％の減でございます。

　款５老人保健拠出金、項１老人保健拠

出金、目１老人保健事務費拠出金は、前

年度と同額となっております。

　３０ページ、款６介護納付金、項１介

護納付金、目１介護納付金は、前年度に

比べ１０．４％の減で、第２号被保険者

数の減及び１人当たりの介護納付金の減

額により減となったものでございます。

　款７共同事業拠出金、項１共同事業拠

出金、目１高額医療費共同事業医療費拠

出金は、前年度に比べ０．８％の減でご

ざいます。

　目２保険財政共同安定化事業拠出金は、

前年度に比べ１８９．１％の増で対象医

療費の拡大によるものでございます。

　目３高額医療費共同事業事務費拠出金

は、前年度に比べ２７．４％の減でござ

います。

　目４保険財政共同安定化事業事務費拠

出金は、前年度に比べ６６．７％の増で

ございます。

　目５その他共同事業事務費拠出金は、

前年度に比べ４０．０％の減でございま

す。

　款８保健施設費、項１保健施設費、目

１特定健康診査等事業費は、前年度に比

べ８．１％の増で、健診委託料の単価変

更及び受診者数の増によるものでござい

ます。

　３２ページ、目２保健衛生普及費は、

前年度に比べ３３．１％の増で、ヘルス

アップ事業の実施などによるものでござ

います。

　款９諸支出金、項１償還金及び還付加

算金、目１一般被保険者保険料還付金は、

前年度に比べ０．３％の増となっており

ます。

　目２退職被保険者等保険料還付金は、

前年度に比べ１３．８％の増でございま

す。

　３４ページ、款１０予備費、項１予備

費、目１予備費は、前年度と同額となっ

ております。

　以上、予算内容の補足説明とさせてい

ただきます。

○上村高義委員長　説明が終わり、質疑

に入ります。

　市来委員。

○市来賢太郎委員　それでは、一つだけ

質問させていただきます。
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　摂津市国民健康保険特別会計というこ

とですけれども、財政的にはしんどいと

ころだと思います。平成２９年に都道府

県化ということを見据え、平成２５年度

までは一般会計も繰り入れながら保険料

の値上げというのは据え置いてこられた

わけですけれども、平成２６年度から見

直しをされたということで、それでまた、

平成２７年度の市政運営の基本方針を見

ます国民健康保険につきましては、財政

の健全化を図り、保険者の都道府県化に

円滑に対応していくため、収支均衡に見

合った保険料へと改定してまいりますと

ありますけれども、必要であれば、運営

が苦しくて回らないのであれば仕方ない

のかなとも思いますけれども、その辺の

状況について詳しく教えていただきたい

なと思います。

○上村高義委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　それでは、市来委

員のご質問にお答えいたします。

　まず保険料の引き上げのところのご説

明をさせていただきます。

　保険料につきましては、前年度比較で

ございますが、一般被保険者分につきま

しては約１億８００万円の増額、これ現

年分と滞納分を含めました額でございま

す。逆に、退職被保険者につきましては

８，６００万円の減額、合わせて保険料

自体としましては、２，２３４万９，０

００円の増となっております。

　増加の要因でございます。まず一般の

被保険者分につきましては、やはり給付

費の増加、こちらが一番の要因となって

おります。それと共同事業の拡充、これ

につきましては、平成２７年度から保険

財政共同安定化事業というものが、これ

までの３０万円からゼロ円以上を対象の

医療費としましたので、歳出、歳入とも

ふえております。

　もう一つ、退職の被保険者の保険料が

減ったというところなんですけれども、

これは退職の被保険者が６５歳までとなっ

ておりますので、団塊の世代の方が平成

２４年度から平成２６年度にかけて６５

歳に到達されたということで、退職被保

険者が大幅に減少しております。それに

加えて、これまで後期高齢者支援金とか、

前期高齢者の財政調整の部分で退職被保

険者に係る割合が被用者保険のから療養

給付費交付金としていただいていたもの

が退職被保険者の減少に伴いまして、療

養給付費交付金が大幅に減少しておりま

す。

　そういったこともありまして、保険料

の改定をお願いする要因となったもので

ございます。

○上村高義委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　答弁をいただきまし

て、内容についてわかりました。

　ただ、国民健康保険の被保険者という

か、掛けていただいている方にとっては、

上がる方は好ましくはないことだと思い

ます。うれしいことではないと思うので、

納得してお支払いいただくのがベストか

なと思います。また、運営していく上で

仕方のないことだというのは私は理解し

ますけれども、市民の方で払っていただ

ける方にも理解していただけるようにしっ

かりとした説明をしていただいて、ちゃ

んと徴収していただけるようにお願いい

たします。以上で要望といたします。

○上村高義委員長　ほかに。

　増永委員。

○増永和起委員　今、市来委員から保険

料についてということで質問がされて、

答弁が一般の被保険者で１億８００万円

ですかね、値上がりになるとお聞きをし

ました。具体的に料率などについても教

えていただきたいと思います。
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　それから２年連続の値上げです。昨年

は法定軽減が広がるという部分がありま

したので、よくモデルケースとして出さ

れる２００万円所得で、４人世帯という

ところでは、介護保険の入らないところ

ではマイナスがあったりとか、介護保険

が入る部分でも年間で１万円弱という値

上げだったとは思うんですけれども、こ

としの値上げというのは、どう反映され

るのか、また去年の値上げでは所得２５

０万円、少し上がっただけですけれども、

そこはもう法定軽減がかからないので、

同じく４人世帯で介護保険のかからない

方で年間２万７，０００円ほど、それか

ら介護保険がかかる場合で６万２，００

０円の値上げとなっておりました。非常

に大きな値上げで、たくさんの方からこ

んなに払えないという悲鳴とも言える声

も私もお聞きしております。ここの所得

層が今回の値上げでどれぐらいの影響を

受けるのかということについても教えて

ください。

　それから療養給付費交付金が２億３，

０００万円ほど減少しているということ

だったと思います。これについては、今

後も減少していくものなんだろうと思う

んですけれども、いずれこれはなくなっ

ていくものということだと思います。先

ほど保険の給付費の伸びというのも、今

回の値上げにかかわっているんだと言っ

てはりましたけれども、これについては、

そんなに大きな伸びではないのではない

かなと思うんです。この保険給付費の伸

びということについても見通しをお聞か

せいただきたいと思います。

　この保険の給付費を平準化するために

１円からの共同事業安定化ということが

行われるんだと思うんですけれども、そ

れだったら保険給付費が伸びれば共同事

業できちっと手当がしてもらえるのでは

ないかと思うんですが、ここの関係につ

いても教えてください。

　それから国は、２月の地方との協議で、

以前から言っていた消費税増税に伴う１，

７００億円の保険者支援というのを行う

ということを認めたと聞いています。こ

れが摂津市にはどのように影響している

のかということについて教えてください。

　今後は今言っている１，７００億円以

外に、もう１，７００億円を投じて基金

などをつくると、都道府県化に向けてと

聞いていますけれども、それは摂津市の

国保に特に国保料にどのように影響する

のか。国はこういうことで国保料が下が

ると言っていると思うんですけれども、

どうなるのかということについても教え

ていただきたいと思います。

　それから今回、金額が大幅に上がって

おります、共同事業交付金と共同事業拠

出金。この差額が１億５，０００万円ほ

どあると思うんですけれども、激変緩和

措置が行われると聞きました。これが府

の支出金増の約６，０００万円ほどふえ

ていますけれども、これだということに

なるのでしょうか。

　また、これは差が非常に大きな金額で

す。しかも激変緩和というのは、だんだ

ん減っていく援助だと思いますので、こ

れが今後どうなっていくのかという見通

しを持っておられるのか、お聞かせくだ

さい。

　それと国保の都道府県化に伴って、分

賦金方式になるとも聞いていますけれど

も、それについての影響、国保料がどう

なっていくのかということについて教え

ていただきたいと思います。

○上村高義委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　それでは、増永委

員のご質問にお答えさせていただきます。

　まず、平成２７年度の具体的な保険料
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率がどうなるのかというお問いでござい

ます。

　保険料につきましては、料率を決定す

るのに当たっては、限度額の改定という

ものが大きく影響してきます。申しわけ

ございません。こちらについては、限度

額がまだ議案では出させていただいてお

りませんが、国で示されております改定

をした場合という仮定で試算しておりま

すので、それでご説明させていただきま

す。

　仮の料率でございますが、まず医療分

が所得割７．６２％、平成２６年度につ

きましては、７．１９％でした。均等割

が２万７，６８３円、平成２６年度は２

万５，７６０円です。平等割が２万１，

３５２円、平成２６年度は１万９，９８

０円です。次に支援分です。所得割が２．

８１％、同じく平成２６年度は２．５６

％でした。均等割が９，９５４円、平成

２６年度は８，９３０円です。平等割が

平成２７年度は７，６７８円、平成２６

年度は６，９３０円です。次に介護分で

すが、所得割が平成２７年度２．４３％、

平成２６年度は２．７６％、こちらにつ

いては引き下げとなっております。均等

割が１万１，６１７円、平成２６年度は

１万２，１９０円でした。平等割が６，

１５１円、平成２６年度は６，５２０円

でございます。試算については、仮では

ございますが、このような状況となって

おります。

　続きまして、モデルケース、４人の２

００万円世帯の場合でございます。

　４人で２００万円の所得で、医療分、

支援分、介護分の試算をさせていただい

ています。先ほどの料率で計算させてい

ただきますと、年間でこちらは２割軽減

がかかりますが４０万４９６円となって

おります。平成２６年度との比較では、

１万４，８１９円保険料が上がる形になっ

ております。１か月当たりでいいますと

１，４８２円という形になります。

　療養給付費交付金のお話しさせていた

だきます。委員ご指摘のとおり、こちら

につきましては、退職者医療制度という

ものが、先ほど申しましたように６５歳

までです。さらに平成２７年度からは新

たに新規の適用をしないということで、

段階的な廃止ということになります。こ

れは前期高齢者の制度が平成２０年度に

できまして、この時点から決まっていた

ことでございます。こちらにつきまして

は、いずれはご指摘のとおりなくなって

いきます。

　ただ、今年度減り幅が非常に大きく、

来年以降は割と緩やかにはなってくるの

ではないかなと見込んでおります。

　続きまして、給付費の伸びが大きくな

いというご指摘でございます。こちらに

つきまして、総額の保険給付で見ますと、

全体では３，３９４万６，０００円の伸

び、０．４％の増でございますが、一般

と退職の被保険者別で見ますと、一般の

被保険者分、こちら保険給付費の中でも

療養給付費、療養費、高額療養費と医療

費の部分で見たんですが、一般被保険者

分では、１億８，２００万円ほどふえて

おります。逆に、退職被保険者分が１億

１，４５０万円減っております。この差

し引きで見ますと、減っているような形

には見えますが、退職分がなくなったの

ではなく、一般に移られた形で一般がふ

えた形になっておりますので、総額とし

てはやはりふえています。要因としまし

ては、１人当たりの医療費はふえており

ます。逆に被保険者数は減っております

ので、１人当たりの単価はふえているも

のの人数が減ったことによって、トータ

ルで見ますとそんなにふえていないよう
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な形に見えますが、やはりちょっと保険

料に影響を及ぼしますのは、一般被保険

者で保険料を算定しますので、やはり給

付費の伸びというのは大きく影響してお

ります。

　戻りまして、申しわけございません。

所得２５０万円世帯での保険料の計算を

させていただきます。

　先ほどと同じく４人世帯で２５０万円

の所得の場合、年間額でいいますと５１

万１，２３０円、これが試算値での保険

料となっております。平成２６年度比較

しますと１万８，８１３円、１期当たり

でいいますと１，８８１円保険料が改定

という形になっております。

　次に給付費の伸びと共同事業の関係で

ございます。

　ご指摘のとおり給付費が伸びた分につ

いては、当然ながらゼロ円以上という、

全ての医療費が共同事業で交付金として

対象となってまいります。しかしながら、

摂津市だけが伸びているということであ

れば、当然たくさんもらえるということ

にはなるんですが、やはりこの高齢化で

医療費が伸びているということは大阪府

内全体で言えることとなりますので、こ

れは他市との調整でもありますので、必

ずしも連動するとは言いがたいというと

ころでございます。

　続きまして、１，７００億円の影響額

についてでございます。

　こちらにつきましては、法定繰り入れ

であります基盤安定の保険者支援分とい

うものがございます。こちらで１，７０

０億円の拡充というものが行われており

ます。金額としましては、平成２６年度

に比べ約１億２００万円ほど増加という

形になっております。

　続いて、さらなる財政支援はどうなる

のかというところでございます。平成２

７年度１，７００億円の財政支援がござ

いました。平成２９年度以降、さらに１，

７００億円財源を追加して国保の負担を

緩和しようというものでございます。し

かしながら、実際のところの具体的な影

響額というのは、なかなか摂津市の部分

としては見えてこないんですが、国の試

算でございますが、１人当たり、今回の

１，７００億円と次の１，７００億円、

これで国保被保険者１人当たり１万円の

保険料の抑制効果が起こるであろうとい

うことが示されております。

　続きまして、共同事業の差でございま

す。共同事業の差が１億５，０００万円

出ております、激変緩和の部分でござい

ます。ご指摘のとおり府で財政補填はさ

れます。そのうち激変緩和としていただ

けるものは、予算では１億２，６００万

円ほど激変緩和分を見込んでおります。

こちらにつきましては、平成２７年度、

初年度については、激変緩和は影響額の

９割をいただけるということで１億２，

６００万円を見込んでおりますが、今後

の見通しとしましては、平成２８年度は

激変緩和影響額の７５％、平成２９年度

は６０％ということで示されております。

先ほど市来委員のところで平成２９年度

の都道府県化ということで、当初はそう

いう形で示されておったんですが、都道

府県化が平成３０年度ということで今回

示されておりますので、平成３０年度以

降については、基本的には、この共同事

業がなくなると、財政が府で一本化され

ますので、これにより影響はなくなって

くるものであると見込んでおります。

　後に分賦金方式のところでございます。

こちらにつきましても保険料、平成３０

年度以降の都道府県化となった場合、保

険料の計算がこれまで統一料率というこ

とで大阪府としては進めてまいりました
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が、国では分賦金方式が示されて、分賦

金方式でやっていくということが決まっ

ております。分賦金方式の細かいところ

でございますが、保険料の分賦金方式の

設定については、府が府内の給付費の見

込みを立てて、市町村に分賦金を決める。

要は配分額を決めると。さらに市町村規

模の収納率を勘案した標準保険料率も府

が示すと。それをもとに市で保険料率を

決定するという形になっております。

○上村高義委員長　増永委員。

○増永和起委員　２回目の質問をいたし

ます。

　国民健康保険料が本当に高い金額になっ

ていっています。今でも高いのが、また

さらに値上がりをするということがわか

りました。今の料率のお話では、確かに

介護納付分については若干下がりますけ

れども、医療分と支援分で両方ともで上

がるということで、結局医療分、支援分

だけの方は大幅な値上がりの仕方、医療

分、支援分、介護分の方は、そこまでは

いかないけれども、それでもやはり値上

がりはするということで全てにおいて値

上がりなんだというお話だったと思いま

す。昨年は、まだ法定軽減が広がった中

で、少し下がった方も確かにあったんで

すけれども、今回はもうほぼみんなが値

上がりということで理解していいのかど

うかということを一つ確認したいと思い

ます。

　その値上がり幅も非常にやっぱり昨年

あわせて大きくなっていくなあというの

が今聞いていまして実感しました。所得

２００万円、４人世帯で差額が１万４，

８１９円とおっしゃいましたかね。昨年

で約１万円ぐらい値上がりしているのが、

これを足すと２万５，０００円近くの値

上げが行われると。その所得２００万円、

４人世帯でそれです。ここは法定軽減が

かかっていてこれだけ値上がりがあると

いうことですよね。法定軽減のかからな

い、わずか５０万円年間所得が上がった

だけ、所得２５０万円の４人世帯では、

昨年６万２，０００円ぐらい値上がりし

ているんですが、それに加えて、さらに

差額１万８，８１３円とおっしゃいまし

たかね、それがまた上がるということは、

その２年間で８万円以上の値上がりが行

われると、所得２５０万円の世帯で、今

でさえ高過ぎる国民健康保険料、これが

８万円も上がるということになっていく

わけです。本当にもうやっていけないと

いう市民にとっては非常に厳しい値上げ

だと思います。ぜひこれについては、値

上げをしないようにお願いしたいと思い

ます。この値上げ幅ということについて、

どうお考えなのか、もう一度回答をいた

だきたいと思います。

　それから療養給付費ですね。これはこ

としが非常に大きな額の減り方だったけ

れども、だんだんもう少し緩やかになる

だろうと、そして最後はなくなってしま

うというお話でした。これは値上がりの

額がどれぐらいかというのは、予測がつ

かなかったというのもあるのかもしれま

せんけれども、だんだんなくなっていく

という見通しのものだと思うんです。

　保険給付費についても、確かに伸びて

はいるんだけれども、人数がふえていな

い分というようなこともありました。摂

津市だけが伸びているだけではなくて、

他市も伸びていたら、共同事業でそれを

賄ってもらえることもなかなか難しいと

いうようなお話だったと思います。しか

し、その共同事業において、摂津市は非

常に割をくっているのではないかと、激

変緩和のところを外すと、１億５，００

０万円ぐらいの交付金と拠出金の差額が

あるわけです。これはみんなで合わせて
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割っているわけですから、摂津市はそれ

だけマイナスになりますけれども、プラ

スになっているところもあるのではない

かなと思うんですね。そのプラスになっ

ているところが財政的により大変だから

プラスになっているのか。摂津市は国保

会計は赤字です。ですが、黒字になって

いっている自治体も大阪府下で幾つかあ

りますよね。そういうところに、この拠

出金の共同事業の分が拠出金より交付金

が多いというような流れになっていって

いるのではないかなとも思うんです。

　大阪府の分け方というのが全国の分け

方と違います。全国は所得割が入ってい

ないと思うんですね。これを所得割がも

し入っていなかったとして、全国と同じ

ような割合で分けたとしたら、摂津市は

この交付金と拠出金の関係、どんなふう

になるのか。細かい数字じゃなくて結構

です。今以上にマイナスになるのか、こ

んなに割をくわなくても済むのか、そこ

ら辺について教えていただきたいと思い

ます。

　それと激変緩和というのは、今言われ

たように、今回は９割見てもらえるとい

うことでした。しかし、どんどんとこれ

は減っていくわけですね。そうしたら今

この１億円５，０００万円ほどの交付金

と拠出金の差というのは、ますます摂津

市の国保に大きな影響を及ぼしてくるこ

とになると思うんです。平成３０年から

は都道府県化になるので、これはなくな

るとはおっしゃいましたけれども、それ

までの間だって国保料が上がれば年々市

民は非常につらい思いをしていかないと

いけない、苦しい思いをしていかないと

いけないわけですから、この辺のその激

変緩和が少なくなっていく、これについ

てどう考えておられるのか、お聞かせい

ただきたいと思いますし、以前は統一保

険料になるんだと、だから今摂津市が何

ぼ低い保険料で頑張ったって、いずれは

上がってしまうんだから、そのときにい

きなり一挙に上がるよりはだんだんなれ

ていったほうがいいみたいなお話をして

はったと思うんですけれども、分賦金に

なったということは、摂津市が保険料を

決められるということなわけです。もち

ろんモデルとしては、これぐらいの金額

でというのは示されるかもしれませんけ

れども、決定は市町村がするわけです。

一般会計繰り入れに関しても、一生懸命

頑張っていただいて、それをしないみた

いな話は、今なくなったとも聞いており

ます。やはり摂津市としては、市民の国

保に加入してはる方々の命と健康を守る

ためには、保険料は本当に払えるだけの

金額であるということがすごく大事だと

思うんです。やっぱり高い金額を無理や

りかけて、国保料を払うために医療費を

出し惜しみして、反対に病気になるとい

うようなことがあってはならないわけで

すし、国保の保険料が生活を脅かすとい

うふうなことがあってはならないと思う

ので、やはりその辺については、しっか

りと考えていただかないといけないなと

思います。この激変緩和措置が減ってい

き、このまま交付金と拠出金の差がやは

り続いていくという場合、どうこれから

考えていこうと思ってるのか、お聞かせ

いただきたいと思います。

　それから平成３０年からの都道府県化

になったとして、分賦金方式になったと

して、その中で摂津市の国保料を考える

ときに、どういう考え方で、その分賦金

について対応しようとされるのか、これ

もお聞かせいただきたいと思います。

　２回目終わります。

○上村高義委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　２回目のご質問の
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１点目でございます。

　保険料がさらに上がるということで、

全てが改定となるのかというお問いでご

ざいます。確かに改定につきましては、

昨年度は保険料の軽減の拡充が実施され

ました。それによって上がる方と下がる

方とおられました。平成２７年度につき

ましては、下がる方というのは基本的に

おられません。上がる方が皆さんになっ

ております。

　ここにつきましては、まず保険料の軽

減というのが、去年、先ほど言いました

が、国におきまして財政支援が第１弾と

してされました。これは低所得者の方を

優先に、まずは財政支援をしようという

ことで軽減の拡充が先に去年行われたと

ころでございます。これは平成２６年度

の単年度だけの措置ではなく、当然なが

ら恒久的にとられておりますことから、

平成２７年度も引き続き軽減のほうは同

じ形で減る人はいないと、同じ形で軽減

のほうがまず拡充されております。それ

に平成２７年度については、先ほどの財

政支援の第２弾として保険料支援分の１，

７００億円分が国のほうで財政支援され

ております。

　もう一つ保険料以外の部分にはなるん

ですが、平成２７年１月から高額療養費

の限度額が今まで上位世帯、一般世帯、

非課税世帯と３区分だけであったのが、

細分化されて５区分に分けられておりま

す。その中で、特に一般世帯の方、２１

０万円所得の方を対象とするんですが、

こちらについては、今までの自己負担が

８万１００円であったものが、５万７，

６００円に引き下げられることによって、

給付面の充実というものが平成２７年度

図られているところでございます。保険

料につきましては、低所得者の方にも負

担もお願いしなければいけないところで

はございますけれども、こういったもの

で一定の緩和はされるものではないかな

と思っております。

　共同事業の交付金についてでございま

す。確かに黒字になっている自治体も、

いろいろなほかに経営努力をいろいろさ

れていると思いますので、共同事業が黒

字の直接の影響ではないと思います。摂

津市におきましては、平成２５年度決算

では、確かに共同事業によって１，５０

０万円ほど持ち出してございました。今

年度、平成２６年度については、逆に共

同事業のおかげで摂津市が黒字になると

いいますか、交付がふえる状況になって

おります。来年度以降は、まず持ち出し

は間違いないであろうと思われますが、

これまでの経過でいくと、今年度も助け

ていただいていたという部分もございま

す。これまで共同事業については、拠出

の方法を検討するに当たって、案の２つ

が示されておりましたが、ここについて

は、非常に大幅な持ち出しになるという

ところがございましたので、以前にもご

案内させていただいたとおり反対させて

いただいて、新たに３つ目の案が出され

て、こちらで一定の緩和を図られるとい

うところで、市町村は了解したところで

ございます。そこについてはルールにのっ

とって、今後は進めていきたいなと考え

ております。

　続きまして、共同事業が仮に所得割が

なかった場合での影響額についてです。

　平成２７年度の試算でございますが、

所得割の部分としまして、拠出額は総額

の４分の１を所得割で出しております。

それが８億円ほどの金額になっておりま

す。それと医療費対象が６億６，０００

万円ほど出しております。この差が仮に

所得割がなかった場合の影響額と見てお

ります。そこで申しますと、約１億４，
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０００万円ほどが所得割がなかった場合、

減っているのではないかなと見込んでお

ります。

　激変緩和につきましては、先ほども申

しましたように、少なくなっていくとい

うところでございます。これまでの案で

ございますが、当初示された案と比較し

まして、今回の案は激変緩和を多くもら

えるような形で示されております。

　また、激変緩和をいただける要件とし

ましても、一番厳しいものであれば、法

定外の繰り入れをしていればいただけな

いというような案も示されておりました。

しかしながら、繰り入れは交付要件から

除外されておりますので、そういったと

ころで最終的には第３案という形で了解

をしたところでございます。

　最後に、分賦金方式になったときの考

え方でございます。こちらについては、

私どもまだ分賦金方式というものが、ど

ういう形で保険料になっていくのかとい

うのが具体的なところは見えてきており

ません。標準料率というものの考え方で

すね。摂津市としての本来の標準料率は

どういうものかというところも、自分た

ちが考える料率とどれぐらい差が出てく

るのかというのもなかなか見えてこない

ところがございますので、やはりその辺

はもう少し具体的な数字が示されたら、

お答えさせていただきたいなと。ただ、

標準料率は示されますが、やはり収納努

力や健康づくりによって、医療費の適正

化の努力をすることで、標準料率より引

き下げることもできますので、基本的に

は、やはりそこはしっかりと平成３０年

度に向けて、これからも引き続きやって

いきたいなと考えております。

○上村高義委員長　増永委員。

○増永和起委員　３回目の質問をいたし

ます。

　今までは、確かに共同事業の交付金と

拠出金については、わずかにプラスであっ

たりとか、マイナスになったりとかいろ

いろしてきたと私も思っています。その

額はプラスになった場合もそんなに大き

くはなかっただろうと思うんですけれど

も、それはもういろいろ努力をされてやっ

てきはったことだと思っているんですが、

一元化になりましたら、そういう努力も

及ばずに非常に大きな額が摂津市の国保

会計に対して影響を及ぼしてくるという

ことになって、今おっしゃったようにこ

れが今回はプラスでしてみたいな話には

ならなくなると、ずっとマイナスという

ような見通しをお持ちなんだなと、私も

そう思ってますけれども、感じました。

　これは本当に大変なことだと。しかも

激変緩和も最初はある程度あっても、こ

れも減っていくということです。つまり

摂津市の国保会計にとってはすごくマイ

ナスになっていくということやと思いま

す。

　お話あったように、確かに医療費割の

ところがなくなるかもしれへんみたいな

話を一生懸命とどめてもらったりとか、

一般会計繰り入れに関しても、それにつ

いてペナルティーがかけられるというよ

うなことに対して反対してもらって、そ

れを撤回してもらったということでは、

摂津市の努力というのは私も非常によく

頑張っていただいたと思っています。

　しかし、今お話があったように全国並

みに所得割をなくせば１億４，０００万

円ぐらいの拠出が減るということです。

要するに交付金と拠出金が余り変わらな

い額になるということだと思うんです。

これは本来の姿だと思うんですね。何で

全国はちゃんとやってるのに、大阪府は

やらないのかと。それで摂津市のように

一生懸命頑張ってる市がしんどくなると
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いうこと、これは本来の目的から外れて

ると思うんですよ。

　共同事業のうたい文句は、やっぱりし

んどいとこと、しんどくないとことある

んだから、お互いにお金を出し合って、

プールして、しんどいところを助けよう

やないかという話やったんじゃないのか

と思うんです。これが反対に一生懸命頑

張ってるところが非常に苦しい目に遭わ

なくてはならないというふうなそういう

中身になってると思うんですね。

　これに対しては全国並みにせよという

ことで、大阪府下の市町村、摂津市と同

じようなところ、たくさんあると思いま

す。やっぱりしっかり声を上げていただ

いて、大阪府のやり方おかしいって、そ

れを言っていただかないといけないと思

うんです。今までの努力、もちろん大い

にやっていただいたと思っています。

　それで、しっかりとかち取っていただ

いた部分があるのは重々わかっています。

何もしてないなんて、全然思っておりま

せん。そやけれども、それでも足りずに

こうやって国保の会計に影響が出るんな

ら、やっぱりそこは全国並みにせよとい

うべきだと私は思うんです。何で大阪府

だけこんな変なやり方してるんだと言う

べきだと思います。ここは強く強く求め

たいと思っております。ぜひそのことに

ついて、どう考えておられるかお聞かせ

ください。

　それから、国のあり方もそうですし、

１，７００億円、これについては保険者

支援ということで直接入れるお金と言う

ていますけれども、その後の１，７００

億円については、本当にこれは国保料を

安くするために使えるのかと。基金など

を一応つくると言うてますけど、そこか

ら借り入れをするという、これが基金が

減ると、今度は市町村とかで補充せんな

あかんと。国が最初につくる金額はある

けれども、使ったらやっぱりそれを返す

のはあなたたちですよというような話も

聞いています。それやったらなかなか使

えないわけですよね。たまたまそのとき

が赤字やったら使いますけれども、赤字

財政が続いてるような場合は、そういう

基金を借り入れるということすら難しい

わけですよ。本当に保険者支援にそれが

なるのかということは、非常に疑問です。

　知事会のほうは１兆円ぐらいの財源が

ないとあかんというてたにもかかわらず、

両方合わせての３，４００億で手を打っ

たと。非常に腰砕けだと思っていますけ

れども、やはりこの国のやろうとしてる

ことに対しても、しっかりと反対の声を

上げていってもらいたいと思うんです。

これでは助からない。１万円下がるみた

いなことを言うてますけれども、現実に

摂津市の国保料は下がるどころか引き上

がるという形になってるわけです。非常

にこのやり方というのはまやかしだと思

います。

　本当に国保の加入者がしっかりと保険

料下がって払える額になるためには、私

たちも頑張りますから、ぜひとも市町村

からも声を上げてもらって、こういうや

り方ではなく、きちんと直接保険者支援

としてお金をおろしてもらうように言っ

てもらいたいと思いますし、都道府県化

になって、それが決して市民のためには

なっていない、何のメリットもないとい

うことについて、きっぱりと都道府県化

に反対していただきたいと思います。ぜ

ひそこについてもお答えをいただきたい

なと思います。

　分賦金方式、どうなるかはわからない

というお話でしたけれども、その細かい

ところはきっとわからない。私もまだわ

かりませんけれども、姿勢ですね。おり
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てきたその金額に対して、保険料を合わ

せていくのではなく、本当に摂津市民の

状況が厳しいということをしっかり見て

いただいて、保険料を市町村が決めるこ

とができるとなってるわけですから、市

町村の中で保険料を値上げをせずに頑張っ

ていただくということが大事だと思うん

です。

　今いろいろと言ってきましたけれども、

本当に摂津市のこの保険料の値上がりに

関しては、国であったり大阪府であった

り、さまざまなところのやっている制度

の問題で今度の保険料の値上がりが起き

ているのではないか。私はそのように思

います。少なくとも共同事業の拠出金が

全国並みの５０：５０やったら、１億５，

０００万円の今回の割をくっているお金

というのは、１億４，０００万円ぐらい

の差になって、これが１，０００万円ぐ

らいしか交付金と拠出金の差額はなくな

るというお話でしたよね。１，０００万

円ぐらいだったら何とかなってたと思う

んです。保険料値上げということをしな

くてもやれていたと思うんですよ。これ

はやっぱり制度のあり方の矛盾が引き起

こした値上げだと思います。それについ

て、それを市民の保険料の値上げでそれ

を賄うというのは、これはやってはいけ

ないと思うんです。やっぱり市として全

国並みにせめて５０：５０にしろという

ことを大阪府に対してしっかりと言って

いく。でもそれができてない今の段階、

それをどうするか。これはやっぱり市が

しっかりと受けとめていただきたい。そ

れを市民の保険料値上げという形でツケ

を市民に回さないでほしい。ここのとこ

ろについて、どう考えておられるのか、

これはぜひお聞かせいただきたいです。

やっぱり市民がそれだけの保険料のツケ

を回されるいわれはないと、私は思って

います。お願いします。

○上村高義委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まず、１，７００

億円の財政支援のところをご説明させて

いただきます。

　平成２７年度の１，７００億円に引き

続き、平成２９年度以降１，７００億円

の財政支援が行われるということになっ

ております。今回は保険料の軽減世帯が

多いというのに着目していただいており、

１，７００億円が保険料抑制のために出

されております。

　次の１，７００億円の部分で今のとこ

ろ示されているところでは、国保につき

ましては、人工透析等そういった場合に

高額な医療費が発生するというような場

合だとか、精神疾患の方が他の保険に比

べて多いというところに着目して、こう

いうところ薄めていこうではないかと、

そういうところにピンポイントにいただ

けるような財政支援になるかなと。

　本市におきまして、そういった部分で

医療費がふえてる要因も大いに影響して

おりますので、そういったところで支援

いただければ、保険料についても抑制の

効果は出てくるのではないかなと。この

辺については交付の方法がどうなるのか

によりますので、どこまでの影響が出る

かというのはわかりませんが、今のよう

な高額な医療費についての財政支援とい

うところで一定効果があるものと見てお

ります。

　保険財政共同安定化事業のところでご

ざいます。確かに委員おっしゃるように、

これまで私どもも強く医療費割、医療費

被保険者割５０：５０でいってもらいた

いというのは、所得割を導入した平成２

３年度ですかね。それ以前からずっと申

してきたところでございます。

　しかしながら大阪府としましては、や
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はり保険料の平準化を目指しております。

こういったところで所得割５０％の導入

がまず大阪府としては目指しておりまし

たが、そこについては何とか食いとめれ

たところではございますが、やはり医療

費割を５０％に戻すというのは今回訴え

てはきましたけども、２５％の現状維持

というところになったところでございま

す。

　そういった中で、共同事業の拡充につ

いては、基本的には、都道府県内の保険

料の平準化を目的にやられてるところで

ございます。そういったところで所得が

低い保険者とか、医療費が高い保険者に

ついて、そこを調整しようというところ

でございます。

　本市におきましては、所得につきまし

ても若干高いほうの部類に入ります。北

摂の中では所得割の割合でいくと低いほ

うなんですけども、府内で見ますと所得

は少し高いほうになります。医療費につ

いても他の保険者に比べて、使われてる

医療費が低いほうかなと。平均よりかは

少し低いほうになっておりますので、ど

うしてもこういった状況がございますの

で、拠出金のほうが交付金を上回るよう

な仕組みとなってしまっております。

　そういった中で市民への負担というと

ころでございますが、確かに保険料改定

というところで市民の方への一定のご負

担はお願いせざるを得ないところではご

ざいます。しかしながら、私どもとしま

しても本来であれば今回の１，７００億

の保険者支援の拡充によりまして、法定

の繰り入れがふえたことで、本来あるべ

き姿というところで、法定外は減らして

いくべきと考えておりましたが、やはり

平成２７年度につきましては、こういっ

た要因ですね、給付の増や共同事業とい

うものの影響も考慮させていただきまし

て、法定外の繰り入れにつきましては、

前年度ベースでお願いして、保険料を算

定させていただいたところでございます。

○上村高義委員長　増永委員。

○増永和起委員　今のお話を聞いて、も

ちろん５０：５０にしてほしいとか、そ

ういうことについてもずっと言うてきて

もらってるということで、私もそこの辺

はわかってるつもりです。なかなかそう

ならないという現実ももちろんあると思

います。

　そやけれども、国保料の平準化といい

ますが、黒字連続で続けている大阪市は、

黒字なのに国保料を５年連続値上げをし

ているという事態です。決して共同事業

の交付金が拠出金よりも多いところが値

下げをしているばかりではありません。

国保料の高いところが下げる努力をして

いるかといったら、そういうわけではな

いです。それとこれとはまた違うと私は

思っていますので、本当に摂津市民の状

態を考えていただいて、大阪府下の中で

は所得はちょっと高めやとおっしゃいま

したけど、国保加入者の中で見ればちょっ

と高いというだけであって、先ほど言っ

たように年間の所得が２００万円とか２

５０万円とかそういう方々は決して所得

の高い方ではありません。そういうとこ

ろに大きな値上げが２年連続で行われる

という事態になっているわけですから、

ここに関してはしっかりと市民の痛みと

いうのを捉えていただいて、ぜひとも値

上げを撤回していただきたいと思います。

これはもうお答えいただいても同じ内容

が返ってくると思いますので、要望にし

ておきますが、日本共産党としては値上

げに強く反対をします。

　法定外の一般会計繰り入れは減らして

いくとおっしゃってましたけれども、今

のこのような現状の中で、市民に問題が
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あるわけではなく、制度の問題で摂津市

が赤字になってきているのに、それを市

民に負担を押しつけるということではな

く、やはり今以上に法定外の一般会計繰

り入れをふやしていただいて、ここに関

しては乗り切っていただきたいと思いま

す。それも要望としておきます。

　それから、国は１万円保険料が下がる

とかいろいろ言いますけれども、確かに

わずかな部分では法定軽減が広がったり

であるとか、それから今おっしゃってた

ように給付の部分でプラス部分というの

が出てきたりとかいうのはあります。そ

やけども大きくはやはり保険料がそんな

１万円も減るようなことにはなっていな

いというのが実態ではないでしょうか。

　小さな市町村では成り立たないんだ、

やっていけないんだと、国保財政賄って

いくとか難しいんだとずっと言われてい

ましたけれども、本当はその小さな市町

村であるところほど健康、健診の問題と

かそういうことにも取り組みながら、市

町村としての国保会計を黒字にしていっ

てるところもたくさんあります。本当に

市民が手のひらに乗る、そういう市町村

国保だからそれができるわけです。摂津

市もそういうことのできる市の一つだと

私は思っています。そういう意味での努

力をたくさんしていただく中で、国保会

計を健全化していくということが本来の

道筋だと思います。

　決して都道府県化であるとか、それか

らこの共同事業の安定化事業であるとか、

こういうことによって、ちっとも国民健

康保険の会計は楽にはならないし、市民

の保険料も下がらないということが、現

実に目に見えているわけですから、もう

この都道府県化に対してきっぱりと市町

村から反対の声をぜひとも上げていただ

きたいと思います。大阪府に対しても、

３０年になるまでの間、５０：５０でや

れということを引き続きしっかりと求め

ていただきたいと思います。

　最後にもう一度、国保料の値上げ、こ

れをやめてください。ということで要望

としておきます。

○上村高義委員長　ほかにございません

か。

　村上委員。

○村上英明委員　それでは、先ほど来か

らいろいろとご質問もありましたので、

理解できたものは理解したということで

省いていって、質問何点かさせていただ

きたいなと思います。

　まず１点目は、先ほどもありましたけ

ど、収納率、先ほど補足説明でも、現年

分の９０％だとか、あと滞納分で１１．

５％ですかね、言われてたと思うんです

が、その設定の考え方ですね、１点目ちょっ

とお尋ねをしたいなと思います。

　２点目は歳出でありますけども、２０

ページので非常勤職員等賃金ということ

で、この分が平成２６年度と対比して増

額になってるといます。この内容につい

てお尋ねをしたいなと思います。

　その反面かわかりませんが、国民健康

保険料等収納推進員賃金が下がってると

いうことで、これは私の理解では３名か

ら２名へということなのかなと思うんで

すが、その理由ですね、お尋ねをしたい

なと思います。

　次に、コンビニ収納代行業務委託料と

いうのが、平成２６年度と比較して、ふ

えてきてると思うんですが増額の理由で

理由というか内容ですね、お考えをお尋

ねしたいなと思います。

　もう一点は補正でありますけども、今

回も雑入という面がふえていると思いま

す。この辺どう捉まえておられるのかお

尋ねをしたいなと思います。
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○上村高義委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まず、予定収納率

現年分９０％、滞納分１１．５％の考え

方でございます。

　予定収納率につきましては、先ほどの

共同事業の激変緩和にも影響してくるん

ですけども、予定収納率が実際の収納率

と５ポイント以上乖離していないことと

いうのも共同事業激変緩和をいただくに

当たっての交付条件となっております。

　そういったところもございまして、平

成２５年度が９０％保険料の収納率現年

到達し、平成２６年度の今の現状の推移

で見ましても、ほぼ平成２５年度と同水

準か若干上がるような状況でございます

ので、平成２７年度も同じような形で、

９０％という予定収納率を設定させてい

ただいております。

　滞納繰り越し分におきましても、同様

にこれまでの推移でというものを見なが

ら１１．５％というところで予定収納率

を設定させていただいております。

　次に、非常勤の増加の要因でございま

す。非常勤の賃金の増加の要因でござい

ますが、非常勤の職員につきましては平

成２６年度の途中に１人増加しておりま

す。その分につきましては、これまで人

事課の予算でいただいておりましたもの

が、平成２７年度から国保の特別会計の

ほうで組ませていただいた関係で、非常

勤賃金が増加いたしたものでございます。

　それと、収納推進員の賃金の減でござ

います。こちらにつきましても委員ご指

摘のとおり、これまで３名でやっており

ましたが、１名、平成２６年度の途中で

退職となりました。そういうようなこと

から、補充をせずに業務の見直しを行い

まして、何とか２名体制で収納推進員は

やっておるという状況でございます。

　申しわけございません。先ほど平成２

６年度で非常勤１名ふえたと申しました

が、平成２５年度の途中で、平成２６年

度は一年間いておりましたが、人事課の

予算で組んでおりました。

　補正でございます。雑収入の増加の理

由でございますが、今回補正で増の理由

となっておりますのが、国庫の返還金で

すね、こちらが約３，０００万円ほど年

度末で返還となりました。その財源を雑

収入で計上させていただいてるところで

ございます。

　雑収入につきましては、推移を見てま

すと年度当初と比較しましたところ、当

初といいますが、平成２５年度決算の繰

上充用させていただいたときに、約４億

の雑収入がございましたが、現状、雑収

入は減少しておりますので、何とか赤字

は回避できるかなというような状況でご

ざいます。

　最後に、コンビニ収納につきましては、

確かに平成２５年度から比べますと、ほ

ぼ横ばいではございますが、件数として、

２月末現在で２万５，０００件ほどコン

ビニで利用いただいております。そのよ

うな状況で平成２７年度加味しまして予

算計上させていただいたところでござい

ます。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　最初の収納率の件であ

ります。これは本当に９０％切ったりと

か、いろいろとあったりとか、それはペ

ナルティーとかもあったんですが、ここ

１年、２年は現年分、約９０％で推移し

てきているということでありますけども、

これは単純にこれをよしとするのか、ど

うなのかというのは考えるべきだと思う

んですが、９０％でいうと１０件に９件

ということでありまして、その１件分が

滞納の分に上がってくるというようなこ

とにもなってくるのかなと思うんですけ
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ども、もし、収納率が１００％にいった

んならば、私の単純計算なんですが、年

間のこの保険料が１万円強ぐらいですか、

安くなってくるのかなと思いますので、

そういう意味ではいろいろとこれまでも

この委員会も本会議もこの保険料等々、

本当に議論がされております。

　これは本当によいことだなと私も思い

ますし、やはりこの保険料というのを市

民の方からすれば負担感が本当に大きい

ということも私も一定認識をしておりま

す。その一方で、医療の関係で、病気に

なった、またけがをされたということで

やっぱり病院に行かざるをえないという

ことがありますので、そういう意味では

国民健康保険皆保険ですね、ということ

があるからこそ、病気も治せるし、けが

も治せるしということになってくるのか

なと思いますので、そういう意味ではこ

の収納率もしっかりと高めていくという

ことが本当に必要なことなんだろうなと

思います。

　そういう意味で、この歳出でもありま

したけども、この推進員賃金ですね、３

名から２名ということでありますけども、

本当にこれが今まで３名でやっておられ

た方が２名でやっていくということでな

りますけども、この辺がしっかりとやっ

ていくというところに、この収納率のこ

とも滞納分とかも含めて上がっていくの

かなと思いますので、この辺はしっかり

と収納率を高めていくという努力をして

いくべきなんだろうなと思います。だか

ら、歳出面はこの療養給付費なんかにお

きましても、これが市の努力というのは

なかなかしづらいと言うたら怒られます

けども、できない部分もかなりあろうか

と思いますので、そういう意味ではしっ

かりとこの収納率を高めていくという努

力をやはりして、やっぱりやっていくべ

きなんだろうなと思いますので、これは

要望としておきますので、よろしくお願

いいたします。

　コンビニ収納の分であります。これも

利用が結構あるということでありまして、

やはり自分の住んでいるところから、身

近なところで行けるというところが一番

メリットがあるのかなと思いますし、ま

た時間的なもんですね、午前９時から午

後５時１５分までの時間制限なしで納金

ができるというようなことが一番大きな

メリットがあるのかなと思いますので、

その辺はまたしっかりとお知らせという

か、ＰＲしていただいて、利用していた

だくことをふやすということも、この収

納率も関係してくると思いますので、しっ

かりと取り組んでいっていただきたいな

と思います。

　補正の雑入の件であります。これも数

年前からすれば減ってきてるというよう

なこともありますし、その先からすれば

１回ふえてきて、それでまたちょっと下

がってきてるという状況かなと思います。

　平成３０年の広域化ということもあり

ますし、あと４年間ほどをしっかりと見

つめていきながら、やはり減らしていく

という努力をやはりしていかなければい

けないのかなと思います。

　そういう意味ではトータル的にはこの

収納率を上げていくというところがやは

りこの行政として努力できる部分だと思

いますので、しっかりと取り組んでいっ

ていただけるように要望としておきます

ので、またよろしくお願いいたします。

○上村高義委員長　ほかに。山崎委員。

○山崎雅数委員　では、私のほうからも

もう少し聞かせてもらいます。

　先も平成２６年度も黒字というような

こともちらっと見通し出ました。それに

もかかわらず、保険料が上がるというの
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は、先ほども説明がありましたけれども、

支える被保険者数が減少し、１人当たり

の医療費がふえるという構造的なもので、

医療費がふえて支える側が減れば、保険

を払う側の１人当たりの分がふえていく

というのは構造的なもので問題があるん

だということを我々何回も言いまして、

だから国やら府やら市やらの補助が必要

なんだと。国庫補助が減らされてきてい

る、これが一番構造的な問題だと思って

おります。

　国は今度の予算でも、医療費は抑制を

させようということで、だから７０歳、

７１歳の方が１割負担にはならない。要

するに、お金を個人で払わされる。それ

から、高額限度額の充実も言われました

けども、所得の多い人は上がりますよね。

そういった部分でも医療費の抑制が図ら

れてくる。こういう構造の中で消費税が

上げられて、本当に苦しいという方々が

払っている保険だということをしっかり

頭に入れて、摂津市を支えていかなくて

はならないんではないかなと思っている

んですけども、そこで１６ページのこの

法定外の繰り入れですけども、事務費な

どを除いては軽減のための独自繰り入れ

というのは、今現在どうなっております

か。それをお聞きしたいと思います。

　それと、３２ページのヘルスアップ事

業ということで誰もふれられなかったの

で、健康に寄与してどういう事業をやら

れて効果をどう考えておられるかと、こ

の２点だけお願いします。

○上村高義委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まず、法定外繰り

入れの現状でございます。法定外繰り入

れとしましては、平成２６年度予算と比

較させていただきますと、平成２６年度

予算で３億３５万１，０００円が当初の

予算で計上させていただいておりました。

　平成２７年度につきましては、先ほど

増永委員のところでご答弁させていただ

きましたように、昨年ベースを何とか維

持をしていただくようにお願いしており

ます。最終的に金額としましては、３億

７２７万９，０００円。これが法定外の

繰り入れの部分でございます。

　続きまして、ヘルスアップ事業の部分

でございます。ヘルスアップ事業につき

ましては、まず、平成２７年度について

は、データヘルス計画というものをメー

ンに進めていきたいと考えております。

その中で計画をつくるに当たっては、摂

津市の健康課題の把握をまずさせていた

だきまして、これまでやっていた保健事

業を見直し、そういったもので今後の健

康づくりをどう進めていくのかというも

のを、データヘルス計画の中で組み込ん

でいきたいなというところでございます。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　法定外の繰り入れとい

うことでありますけれども、法定外であっ

てもいろいろ義務づけというか、制度の

中での繰り入れをされておるわけで、お

ととしのように本当に保険料軽減のため

の独自の市の繰り入れというのをしなけ

れば、さっき言ったように構造的なもの

で国からも府からも共同拠出金からもな

かなかお金がいただくことはできない、

国保会計としては保険料を上げざるを得

ないという説明をずっと今、されてきた

んだと思うんですけれども。

　そうなると、摂津市の態度として、こ

の保険料が上がることに対してどう考え

ておられるのか。副市長どうですかね。

市の態度として国保会計に対して責任を

しっかり持っていかないといけないと思

うんですよ。

　最初に言いましたように、７０歳以上

の方がことしからは自己負担が下がらな
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いわけですよね。これが去年から下がら

ないわけですよ。それこそ１０円安けれ

ばあっちこっち走るという庶民の生活か

らしてみれば、これだけの保険料の引き

上げというのは痛みを感じてもらわない

といけないと思っているんです。

　繰り入れの部分で言うと、減らされて

きている背景がありますから、これに対

して市の態度としていいのかどうかお聞

きしたいと思います。ぜひ、副市長お願

いします。

○上村高義委員長　まず、安田課長。

○安田国保年金課長　繰り入れの総額の

ところだけ先にご説明させていただきた

いと思います。繰り入れ総額で申します

と、平成２７年度でございますが、約１

１億３，６００万円が法定外を含めての

繰り入れ総額となっております。これに

つきましては、単年度措置として、１億

円繰り入れの特別に増加していただいた

平成２５年度の決算と比べましても、総

額では１億２，６００万円ふえておりま

す。また、１億円の増加がなかったその

前の年の平成２４年度と比較しますと、

総額で２億２，０００万円ふえている状

況でございます。

　当然ながらここにつきましては、国の

財政支援などで総額としてはふえておる

という状況だけご説明させていただきま

す。

○上村高義委員長　小野副市長。

○小野副市長　先ほどから増永委員、ま

た山崎委員からご指摘受けておりますけ

ども、この平成２７年度予算も繰り入れ、

繰り出しの関係いきますと歳入の中で約

９％ぐらい出しておるというように思い

ます。

　それで、この議論は前からありますが、

私も注目しておりますのは、摂津市のそ

の全体に繰り入れ、繰り出しの関係でい

きますと摂津市はナンバーワンなんです

ね。これは間違いなく。だからそこでは

いろんな議論ありますけど、頑張ってい

きたと思います。

　それで、この問題は一つ言えるのは、

きのう指示しましたが９月以降間に合う

ように第５次行革の全て出せということ

で、そのためにはいつまでにやらないと

あかんかということで、逆算しなさいと

いうことで指示出したんですけどね。やっ

ぱり市民１人当たり所得が摂津は確か４

３所で３８位ぐらいなんですね。確かそ

うだと思うんです。すごく古い数字です

が、確か平成１７年ぐらいだったと思う

んですけども。それで、そこにその法人

市民税を見た場合は摂津市は、ナンバー

ワン、ナンバーツーなんですが、個人の

個人ではきわめて厳しいと、これはだか

ら単独扶助費がある理由なんですね。

　だからそういうところのことを、市は

どう整理するのかということであると思

います。

　それで、この国保特別会計を見たとき

に、市の財政力が豊かであれば、今まで

どおりその分は保険料の負担軽減をすれ

ばいいと思うんですね。ただ、きのうも

総務常任委員会で議論していたんですが、

その答えにはならないんですけども、い

ずれにしましても摂津市の場合は、平成

３１年までは確実に社会保障関係経費は

上がってまいります。これは間違いあり

ません。これは全国的なことなんですけ

ども。例えば平成２０年度予算は、補助

費８５億円程度だったのが、ことしは９

２億円までいきました。ということは、

今、３５０億円の初めて大型予算組んだ

んですが、もう二、三年で扶助費費はこ

の３分の１までいくと思います。これは

摂津市の高齢化を考えると平成３１年ぐ

らいまではとまりません。だから、そこ
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のことを抑えて、摂津市のこれからの問

題をどう考えるかということだと思うん

です。

　私は副市長として、ここだけの議論で

はできませんけども、大きく見るならば、

今までは例えば平成１７年の摂津市が夕

張に続いてワースト４位までいきました。

そのときに、その時、経常収支比率が１

１０ポイントまでいきました。それで平

成２４年の１００．２で７年ぶりにまた

超えました。

　それをどうやって賄ってきたかといい

ますと、そのときの支出見ますと人件費

で５．３ポイント下げて、そして扶助費

が６．２ポイント伸びたと思います。す

なわち、人件費によって扶助費を賄えて

きたんです。

　ところが、御存じのように職員数も６

３９名までやりました。９０４名から。

ですから、これからのことで考えると、

たばこ税ももう入らない。だから歳入を

どこで確保するかという方策が見つかっ

ておりません。

　したがって、今後としては、やはり市

債の発行と基金繰り上げのバランスをど

う考えるかが、一番の摂津市のポイント

になると思います。基金をどう崩すか、

そして市債の発行をどこまでいくかとい

うことになります。

　それから、そういうことの中で人件費

は限界に来ていますが、これをもう一歩

下げざるを得ないと私は思います。した

がって、きのう人事課長にも言ったんで

すが、６３９名ぐらい今おるんかと思う

んですが、これをこの秋までにどれぐら

いまで切り詰めるかと、どこで切り詰め

るのかということになります。すなわち、

ケースワーカーの問題もご指摘がありま

した。私が市長公室時代に７年間ぐらい

技術職の採用をとめました。それが今、

もろにこの公共施設の適正維持に、都市

整備部からは職員が足らないという声が

上がっております。こういうところは増

強していかなきゃならない。だからその

辺のところで人件費でもう少し切り詰め

るとこは切り詰めた上で、そういう扶助

費の問題もどう対応するかということと、

市長が約束しておる来年度はこどもの医

療費助成は確実に中学校までいきますか

ら、これは私たちも理解しておりますの

で、そういう大きな流れの中で私は見る

べきであると思います。

　繰り入れ、繰り出しの関係は摂津市は

頑張ってきたわけです。ここはやっぱり

評価していただきたいと思います。だか

ら、そういうところで我々もできるだけ

そういう市民の負担はできるだけしない

ように、どうやったら摂津市のこの財政

の中でいけるかということは考えます。

ただ、委員との考えが違うところがたく

さん出てくると思いますが、いずれにし

てもその辺のところを見ながら、この基

金のあり方、繰り出しのあり方、市債発

行のあり方、これらを大きくまとめた上

で、私は９月議会で出します。出さなかっ

たら議論できませんから。私はきのう指

示したんですが、８月の末ぐらいまでに

人件費問題も出して、そして９月議会で

議論をしていただいて、１２月議会で議

論していただいて、予算に臨むと。その

中でこの問題もこれからの繰り入れ、繰

り出しの関係もふまえまして、基金の取

り崩しの問題、市債発行のバランスをど

う見るかということを考えたいと思って

います。

　総務常任委員会でありませんが、私は

一番の問題というのは、やっぱり９６９

億円までいった市債発行が、今、６００

億円を切っておりますから、私はできる

だけこの市債発行は、返していくお金の
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範囲内で発行しなければ、ふえていく、

ここは大前提としてやっていかないと、

市民の借金だけが積み上がると。気がつ

けば借金まみれであると。基金の繰り入

れもいいんですが、その辺のバランスを

どう図るかと、なかなか特効薬ありませ

んが、その辺の議論の中で議会に必ずお

示しいたします。一昨日は保健福祉部長

の決意表明を求めておりましたけれども、

これは保健福祉部と教育委員会がもって

おる中身でございますけども、それを私

も重く受けとめております。だから、そ

ういうことをどう対応できるかと、ある

日突然にやるということになりませんの

で、９月議会に間に合うような形でお示

しをした上で考えさせていただきたいと、

私どもも値上げはしたくはないというこ

とは重々思っておりますが、そうゆうこ

とを見ながら考えさせていただきたいと

思っております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　繰り入れも努力をして

いただいているのを承知しておりますが、

国保被保険者に対しての責任を市が果た

していくということは、その財政が豊か

だとか人件費がどれだけ削れたから、ほ

かに減らすところがないから国保にはい

れられませんとかいう議論ではないと思

うんです。

　要するに、財源を持ってくるというの

は市の責任であって、財源があろうとな

かろうと社会福祉保障というのはしっか

り行っていく。これは自治体の責任だと

いうことを、しっかり世の中に置いても

らって、国保料が上がるのを黙って見過

ごすのかという態度かということをお聞

きしたかったわけなんですけども。

　だから、そういう意味では先ほども課

長からも説明ありましたけども、国から

の財政支援もだからあるわけですよね。

だからこれが今回生かせてないわけです

よ、１，７００億円の繰り入れ。国の財

政支援が生かせられるだけの繰り入れを

やっぱり市は責任を持って行っていかな

くてはならなかったんではないかと思っ

ております。

　ぜひ、それこそ途中からでも見直しは

できると思うんですけども、ぜひ値上げ

を極力抑える努力というのをこれからで

もしてもらいたいと思います。要望にし

ておきます。

○上村高義委員長　ほかにございません

か。

　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午前１１時４５分　休憩）

（午前１１時４６分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　議案第８号及び議案第１４号の審査を

行います。

　本２件については補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　後期高齢者医療保険制

度に大きな改定はありません。昨年、私

も後期高齢者広域連合議会にもこちらか

ら送っていただきまして、大阪府が千葉

県などと同じように保険料軽減のための

繰り入れを行わなかった数少ない都道府

県だったんです。でも、そういうことで

本当は上がらなくてもよかった保険料が

昨年は上がったという背景があります。

これに関しても、後期高齢者広域連合議

会だけではなくて、やっぱり自治体から

も大阪府とか国にも、これからの後期高

齢者医療を支えられる制度にしてもらえ

るように声を上げていっていただきたい

と思います。

　これからも現役並みに２割負担だとか

３割負担だとか９割軽減がなくなるだと
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か、本当に制度の改悪が進もうとしてま

すんで、ぜひとも国にもものを言ってい

ただきたいと思っております。よろしく

お願いいたします。

○上村高義委員長　ほかないですか。

　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午前１１時４７分　休憩）

（午後　１時　　　　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　議案第７号及び議案第１３号の審査を

行います。

　本２件については補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　市来委員。

○市来賢太郎委員　それでは質問をさせ

ていただきます。

　介護保険特別会計の予算についてです

けれども、保険料について、介護保険の

条例の改正により第６期の介護保険料の

基準額が月額５，４６０円で、第５期に

比べて４７０円ほど値上げになってます

けれども、第６期の算定方法についてお

伺いします。

　また、近隣市や府下の状況についても

教えてください。

　加えて、介護保険料の納付方法といい

ますか、特別徴収と普通徴収とあります

けど、収納率について教えてください。

　あと、もう１点ですけれども、私の親

の世代といいますか、団塊の世代と言わ

れる方々は７５歳ぐらいに、あと１０年

ぐらいでなろうかと思いますけれども、

そうなったとき、あと１０年後、２０２

５年ぐらいですかね、そうなったとき摂

津市の介護保険料がどうなっているのか、

想定される範囲で教えていただければな

と思います。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　それでは、市来

委員の４つの質問にお答えいたします。

　まず、第６期の介護保険料の算定方法

についてということで、ご答弁申し上げ

ます。この介護保険料は、国から提供さ

れました保険料の算定のワークシートに

より、本市の高齢者の人口であるとか高

齢化率、また７５歳以上の後期高齢者の

割合、所得の状況、それと施設サービス

等の整備も含めての情報、それと介護保

険給付の伸びの状況、また保険料の収納

率、基金の取り崩し額等を今回介護報酬

の引き下げもありましたけども、こうい

うような情報を入力しまして、大阪府の

ヒアリングを受けた後、今回提案させて

いただいてます５，４６０円が算出され

たということになります。

　次に近隣市の介護保険料の状況ですけ

ども、北摂１０自治体の中では低いほう

から７番目であります。大阪府下４１団

体で見ますと、低いほうから１２番目と

なっております。また近隣の自治体の介

護保険料につきましては、茨木市が４，

９４０円、８．５７％の増、吹田市が５，

３９０円、３．８３％の増、豊中市が５，

６６１円、１１．９７％増、大阪市が６，

７５８円、１４．６％の増と聞いており

ます。府下平均は５，７６１円で、上げ

幅が７６０円となっております。上昇率

を平均しますと１５．３％という状況で

ございます。

　３点目の介護保険料の納付方法につい

てですけども、介護保険料はまず２つの

方法がございまして、年金からの天引き

による特別徴収、それと納付書により納

めていただく普通徴収の支払い方法がご

ざいます。特別徴収はおおむね８４．７

％の方がご利用されて普通徴収の方が１

０．８％の利用、また普通徴収でありま

すけども口座振替をされている方が９１

０名ほどおられまして、その方が４．５
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２％となっております。

　次に、２０２５年の介護保険料につい

てというご質問なんですけども、今回国

から提供されましたワークシートにより

２０２５年の数値が出るような仕掛けが

組み込まれています。ただ、この算出に

ついては簡易的に算出するような形で、

諸情報を入力していくような形になって

おりません。概算ですけども、その額は

基準額８，３３４円と出ております。

　収納率につきましては、介護保険料賦

課されますと、賦課額を調定額に持って

いきますので、年度末にだんだんと収納

率が上がっていく形になります、月単位

では切っておりませんので。平成２５年

度は普通徴収の徴収率が８６．７％、こ

れと比較しましてこの平成２６年度はほ

ぼ、この２月で同様の収納状態になって

おりますので、年度末におきましては、

普通徴収は去年と同様に８６．７％にな

るかと思います。この収納率につきまし

ては、ここ３年を見ますと順調に、少し

ずつでありますけども、向上しておる状

況でございます。

　特別徴収については１００％徴収になっ

ております。

○上村高義委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　ご答弁いただきまし

て、介護保険料の値上げについて、府下

どこの市も上がっているから、まあいい

かというわけでもないんですけれども、

うれしいことではないので、しっかりと

した説明も必要だと思います。その中で

いろいろと勘案しながら、調整していた

だきながら、最終的に上がったんだとい

う説明をいただきましたので、その点に

ついては納得しました。

　それと、収納率について特別徴収が１

００％で、普通徴収８６．７％、この最

近を見ても上がっているとお伺いして、

すばらしいなと思ったんですけれども、

効果が出ているんでしょうけれども、ど

ういった取り組みをして収納率が上がっ

ているのか、その辺についてご紹介いた

だきたいなと思います。また、もうちょっ

と上げるための、これから考えておられ

る取り組みなどあったら、その点につい

てもお聞かせ願いたいなと思います。

　それと、先ほどお伺いした１０年後に

この介護保険料というのがどうなるのか

とお伺いしたら、保険料が８，３３４円

ぐらいになるだろうとお伺いして、漠然

とした予想でしょうけれども、びっくり

しました。介護保険だけではなく、国民

健康保険とかいろいろと支払うべきもの

がある中、高齢者が月々８，３３４円負

担し続けるというのはちょっと考えづら

いなとは思ったんですけれども、その点

についてどうお考えなのか、どうしてい

くべきなのか、担当の方のお考えをお伺

いしたいと思います。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　まず、保険料の

収納の対応と言いましょうか、未納の対

応、また収納率を上げるための取り組み

につきましては、本市におきましては、

定期的に毎月、月次処理で督促催告を行っ

ております。先月の２月には８１３件の

方に対して督促を送りました。督促の総

額は３，９４４万円分の督促催告となっ

ております。この督促は２か月おくれの

方で督促する形になりますので、年度末

には多くの方が納付されていて、おおむ

ね半分ぐらいの未納に減る考えでおりま

す。また、例月の処理ではなくて、未納

者に対する取り組みとしまして、年４回

の訪問徴収を実施しております。平成２

６年度は１６１名とお会いしまして、納

付勧奨をお願いしたところでございます。

また、納税課で取り組んでおられます未
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納者への電話コールという啓発行為があ

りますので、８月と１２月に介護保険の

未納者に対しても一定、電話コールによ

り契約をしていただきまして、アポイン

トメントをとりながら納付勧奨を進めて

いるところでございます。

　次に、２０２５年の介護保険料の考え

方につきましては、今回、国から提供さ

れたワークシートによる概算的な金額に

対して、実際、最終的にどの金額に落ち

つくかは別としまして、かなりの金額に

なります。私どもとしましては、できる

こととしましたら、いつまでも元気で、

高齢者が暮らしていただくことが給付費

の抑制、ひいては介護保険料の負担の軽

減、結果的に介護保険料の伸び率の低下

であったりとか、現状維持であったりと

かに結びつくことから、今回の制度改正

におきます予防給付も踏まえまして、予

防の取り組みを進めていきたいと思って

おります。また、給付におきましては適

正指導を順次実施しまして、適正な介護

保険の利用など、いろいろな取り組みを

進めながら最終的に、保険料の上昇の抑

制につなげていければと考えております。

このことにつきましては、長期的な展望

に立ち、取り組んでいきたいと考えてお

ります。

○上村高義委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　ご答弁いただきまし

て、ありがとうございます。

　未納になってしまった方の話なんです

けれども、納付書が来たけど払い忘れちゃっ

たよというぐらいだったらいいんですけ

れども、どうしても払えない方とかがい

たときの場合とかもあるかもしれないの

で、その都度その都度その方に合わせて、

それでお話を聞いてあげて、それでちゃ

んと徴収できるような体制を整えていっ

てほしいと思います。

　その中で平成２６年度１６１名とお会

いされて、それで納付いただいていると

いうことなので、そういった取り組みも

もっと進めていただいて、みんなが適正

にお支払いをしていただいて、そして必

要な介護サービスを受けられるようにし

ていっていただきたいと思います。極端

な少子高齢化がどんどんと進んでいって

いるわけで、そういったところのしわ寄

せというのは、この介護のところにすご

く来ているんだなと思います。これから

の１０年もどんどんと大変になっていく

であろうと予測されるので、約８，００

０円というような保険料に上がっていく

と予想されるということもわかります。

どうやって対応していくかと考えないと

いけない時期に来ていると思いますけれ

ども、まずやっぱり一番最初にできるの

は、ご高齢の方ができるだけ介護が必要

にならないように、介護予防というよう

なところにしっかり取り組んでいかない

けないのじゃないかなと思います。介護

が必要になったとしてもできるだけ軽度

なところでとどめていっていただくよう

に、健康寿命をどんどんと長くしていっ

てもらえるようになったら、少子高齢化

のしわ寄せへの対策となるのかなと思い

ます。その辺についてもご尽力いただき

ますよう、お願いいたしまして要望とい

たします。

○上村高義委員長　ほかにございません

か。増永委員。

○増永和起委員　介護保険についての質

問をさせていただきます。今、市来委員

からも保険料についてというお話があり

ました。やはりこの介護保険料の引き上

げというのは非常に厳しいものがあると

思います。この基準額というのは本人は

非課税であるという、家族の方に課税の

方があるという方です。そういう非課税
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になるような、わずかな年金からついに

１万円を超える額が２か月に１回ですの

で、５，４６０円ですと１万円を超える

ということになると思うんですが、それ

が天引きされてしまうと。本当に生活が

苦しくて大変だという声を聞いておりま

す。また、段階によって金額がどんどん

上がっていきますので、もっと年金が多

いというような方、本人が課税であると

いう方なんかでしたら、もっともっと高

い保険料が天引きをされるということで、

本当に厳しくなっていると。年金そのも

のはどんどんどんどんこれから、今まで

も下がってきましたし、これからマクロ

経済スライドが導入されたら、３０年ぐ

らい下がるというふうな話もされていま

す中で介護保険料が引き上がるというこ

とは本当に厳しいことだと思います。一

般会計からの繰り入れということ、これ

に関して、できないというご答弁がいつ

もあるんですけれども、国は絶対に何が

何でもしてはいけないというふうな回答

をしていないと思うんですが、そこにつ

いて聞かせていただきたいと思います。

保険料の引き下げに対してぜひ積極的に

取り組んでいただきたいなと思います。

　それと、基金を全て取り崩してこの第

６期の保険料の算定に当たっては、極力

金額が上がらないようにしましたとおっ

しゃっていただいてると思うんですけれ

ども、平成２６年度末この基金の残高と

いうのは一体、最終的には幾らになるの

かということですね。それと、それをど

う取り崩してこの新しい第６期の中に入

れていくのか。今回の予算の中で繰入額

というのが基金から取り崩しての額とい

うのが見えないと思うんですけれども、

その反面、積み立ての金額というのが上

がっております。２，０００万円ぐらい

基金積立金というのが入っていますね。

この辺の関係についてちょっと教えてい

ただきたいなと思います。

　また第５期のように、一旦取り崩して

全額入れてはいるけれども、その倍ぐら

いの金額が基金に積み上がっていったと

いうふうなことが今回はないようにとい

うことで、何度もお願いをしているとこ

ろでございますので、その辺についてお

聞かせください。

　それから、今回、国ではこの介護保険

の制度を大きく変えるというふうなこと

が行われようとしています。私たちは４

大改悪と言っておりますが、その一つで

すね、介護保険料の利用料負担ですね、

今まで１割、全員１割だったものを２割

に引き上げるということが出てきていま

す。これは具体的にどんな人が対象になっ

て、いつからで、摂津市はどれぐらい対

象になる方がいらっしゃるのかというこ

とについて教えてください。

　それから、４大改悪の２番目ですけれ

ども、施設入所、食費などの費用ですね、

こういうものについての軽減措置があり

ますが、この基準が厳しくなるというこ

とを聞いています。それについて具体的

にどういうものが厳しくなる内容なのか

ということと、それから摂津市ではその

軽減を受けていらっしゃる方がどれぐら

いおられるのかということについて教え

てください。

　それから、４大改悪のその３ですね、

施設入所、これについて原則、要介護３

以上ということも言われています。ただ

し、要介護１、２の人でも市町村の判断

で入れるという特別な場合というのも言

われていると思いますので、これについ

て教えてください。

　それから、４大改悪のその４ですが、

要支援の方の通所の分と訪問介護の分が

介護保険の制度から外されるということ
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になっています。総合事業というのが新

たに立ち上げられて、その中で市町村の、

これも権限が広がってその対応をしてい

くということが言われていると思うんで

すけれども、摂津市は平成２９年度から

行うとおっしゃってます。このかがやき

プランの中でも１１３ページで、平成２

９年度の介護予防訪問介護と介護予防通

所介護、この算定推計がほかの２年と比

べるとぐんと下がっていると思うんです

けれども、具体的にはこれをどこでどの

ようにやろうと思ってはるのか、この推

計の中には入らないということになると

思うんですけれども、またそこで新たな

事業展開というのは具体的にはどう見積

もっておられるのかということを教えて

ほしいと思います。それから、その総合

事業についてですが、シルバー人材セン

ターへの支援ということで、かがやきプ

ランの７７ページに介護保険法改正では

高齢者の持つ能力を生かし、世代内への

互助を積極的に推進していくことが求め

られます。これ平成２７年度の介護保険

法改正では、という中で書かれてること

ですけれども、ここで今後もシルバー人

材センターが会員の拡充と就業先の開拓

を図り、社会に貢献する取り組みを推進

することができるよう支援しますと書か

れていますが、具体的にこの介護保険法

の改正とこのシルバー人材センターの支

援ということで考えておられることがあ

るのでしたら、教えていただきたいと思

います。

　それから、この総合事業の問題につい

ては摂津市としてこうしていくんだとい

うのはまだはっきりと出てないと思うん

ですが、このかがやきプランの中でも厚

生労働省資料がたくさんずっと並んでい

るという形で、これを摂津市がこのまま

やっていくということでは恐らくないの

だろうと、厚生労働省はこのように言っ

てますよということを紹介してはるんだ

ろうなと思うんですけれども、かがやき

プランの１１５ページの中に、訪問型サー

ビスというところで、厚生労働省の資料

がそのまま載せられています。現行の訪

問介護相当の部分と多様なサービスとし

てある部分の中で、訪問型サービスへ緩

和した基準によるサービスというのが出

てきます。これについて、先ほどのシル

バーの問題とも絡むのですが、こういう

ものを導入しようとされているのか、今

考えておられることがあったら教えてい

ただきたいなと思います。

　それからですね、４大改悪とはまた別

ですけれども、介護報酬の引き下げとい

うのが行われました。過去最大の引き下

げに近いぐらいの引き下げ額になってい

ます。これについての影響ですね、事業

所であるとか、働いていらっしゃる方で

あるとか、いろんなところで影響が出る

と思うんですけれども、そういうことに

ついて教えていただきたいと思います。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　それでは、増永

委員の質問にお答えいたします。

　まず、１点目。一般会計からの繰り入

れにつきましては、この介護保険制度は、

給付費に応じて６５歳以上の方また４０

歳から６４歳の方、それと国、府、市が

負担して保険を運営していくという制度

でございます。そういう状況を見ますと、

一般会計から繰り入れしまして、６５歳

以上の方の高齢者の部分に充てるという

ことがなかなか非常に難しい制度だと思っ

ています。ですから、今のところ一般会

計から繰り入れて対応することは考えて

おりません。

　次に、介護保険料を少しでも抑制する

ために基金を取り崩してということを考
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えておりまして、基金につきましては利

息等いろいろありますけども、概算とし

まして１億６，３３７万５，２３５円を

このワークシートに入力しております。

また、この１億６，３００万円程度の投

入によりまして、２２１円の減額が達成

できて、今回お願いしております５，４

６０円の基準額が設定できました。今の

ところ、府下でも１２番目に安いほうで

算出できている状況でございます。

　次に、利用料の負担が１割から２割に

なる人数はというところですけども、私

どもが試算したところによりますと、去

年の試算では、まず１割負担が２割にな

るということは、所得が、合計所得が１

６０万円以上の方で、年金で単独の方で

換算しますと２８０万円以上のある方で

ということになりますけども、認定があ

り、この所得の方は、３８５名おられま

した。そのうち、サービスを利用してい

ただかないと負担がありませんので、サー

ビスを使うという前提で抽出しますと、

６５名の方が対象になるという形で把握

しているという状況です。

　次に、施設入所等における低所得者へ

の施設需要におきまして、食事代の減額

の補足給付という制度がございます。こ

れにつきましては、従前の要件プラス国

から預貯金が単身で１，０００万円以上

を超える人、または夫婦で２，０００万

円以上の預貯金をお持ちの方は対象外で

あるとか、世帯分離して施設に入られて

も世帯前の状況を勘案して配偶者が、課

税されていた場合は補足給付の減額の対

象にならない、であるとか、従前非課税

年金として収入の算定がなかった遺族年

金や障害年金も一応収入として見るとい

う形で、収入要件がかなり厳しくなって

きた状況でございます。現在、この補足

給付の減額者の発行の方は６３９名の方

がおられる状況でございます。

　それと、今回、制度改正によりまして、

特別養護老人ホームの入所要件が今まで

は介護度１以上であったものが、４月１

日以降は要介護度が３以上でないと入所

できないというところにつきましては、

大阪府の入所の選考指針をもとに府と市

が連携して共通の基準を持ちまして、対

応して特段の配慮の必要な方につきまし

ては、特例として入所を考えるという形

の道筋が確保できたことにより、その運

用は今後、市の保険者で判断していくこ

ととなります。ここにつきましては、以

前の議会でもご答弁させていただきまし

たけども、今現在要介護１、２でも一定、

事情のある方、または認知症が進みつつ

ある方とか、いろいろな方がおられます

ので、状況に応じては、その理由を斟酌

しながら継続して申し込みができるよう

には何とか考えていきたいという気持ち

ではいております。

　次に、要支援の訪問介護、通所介護が

平成２９年４月より市で事業をしていく

という形になります。この事業につきま

しては、市の直営ですることは非常に難

しいと思っております。また、国が地域

の活用を生かしてという前提もある中で、

私どもとしては従前のような専門家によ

るサービスが受けれる事業者のサービス、

また元気な高齢者が高齢者を支援する内

容を考えますとシルバー人材センターな

ど、ＮＰＯも含めて、老人クラブも含め

て、そういうところにお力を借りて構築

していくのも一つの方法と考えておりま

す。また、地域の自治会等の方々につい

てもボランティアの精神をお持ちの方が

多いので、そういう方のご助言や協力を

いただきながら、またそういうような事

業も展開して幅広く選択肢のある中で利

用ができるようなサービス提供に努めて
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いきたいと考えております。

　続きまして、シルバーの支援というと

ころの話ですけども、少し今の話と重なっ

ていくと思いますけれども、今後、シル

バー人材センターにおきましても、民間

の事業を獲得しながら展開されていく分、

またこういうように国から地域の活用と

いうことで、高齢者を見守っていくスタ

ンスでは、シルバー人材センターに一定

協力していただいて、取り組んでいきた

いと思っております。

　例えば、通所介護、訪問介護など、協

力いただけるところはいただいて、事業

展開していただくことによりまして、逆

に言えば、それも仕事の獲得といいましょ

うか、仕事をつくっていきながら、シル

バー人材センターの今後の活躍場所が提

供できるものと認識しております。この

２年かけて、報酬の額の含めまして、検

討していきたいと考えております。

　それと、厚生労働省が示しております

多様なサービスということで、訪問型サー

ビスといいますと、１、２、３、４とい

う中で、専門家といいましょうか、事業

者による、委託によるサービス提供。

　次に、補助制度になりますけれども、

住民を主体として、サービスを提供して

いく事業等、おおむね基本的には２つに

分かれると思います。

　この介護保険のサービスというのは、

介護を受ける方は、認知症であったりと

か、非常に日々の生活が厳しい方という

ことでサービス提供をするわけですけれ

ども、例えば、風邪をひいたら、きょう

はちょっと来てもらわなくて結構ですと

か、スケジュールの変更とか、常々サー

ビス提供の日など変わっていくこともあ

りますので、なかなか住民を主体とした

サービスは、変更には応じきれないとこ

ろもあろうかと思います。

　特に、ボランティアさんで、気持ちを

持って対応していこうとしているところ

に、きょう熱やからやめといてというよ

うな変更には対応しにくい状況も出てこ

ようかと思いますので、それは一定事業

者を通じての対応でしていくのが、より

いいのかなと思っておりますので、事業

所のサービスと住民のサービスをミック

スしながら構築していきたいと考えてお

ります。

　次に、介護報酬の引き下げがあったこ

とについての影響ということで、今回、

国から介護報酬が２．２７％引き下げと

なりました。

　特に、在宅系というよりも、施設側の

減額幅が非常に大きいです。

　私どもとしましては、この引き下げと

は直接つながった取り組みではありませ

んが、本市におきましては、介護報酬に

おきまして、地域加算といいましょうか、

地域によりまして、介護報酬の上乗せが

ありました。

　本市でいいましたら、介護報酬、例え

ば、１万円に対して６％の加算が基本的

にあります。

　ですから、１万６００円となるわけで

すけれども、この地域加算が、例えば、

茨木市を見ますと１０％になっておりま

して、摂津市でサービス提供すれば、１

万６００円の売り上げた報酬が得られる。

茨木市だと、１万１，０００円になると

いうような状況があります。

　そうなりますと、やっぱり事業所にも

戸惑いがあったりとか、茨木市の方のサー

ビスが、収益も上がるということもあり

ます。

　そういう観点から、私どもとしまして

は、従前から国にお願いをしておりまし

て、何とか１０％でしてもらえないとい

うことでお願いして１０％を維持してい
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きました。

　今般、再度、国から通知がきますと、

また６％に下がっておりました。

　これにつきましては、近隣の状況を考

えますと、１０％で何とかしていただき

たいという形で、現状維持をお願いしま

して、３月初めころかと思いますけれど

も、１０％で、この３年間、対応してい

ただける回答をいただいた状況です。

　こういうことの取り組みを進めまして、

一定、介護報酬については、引き下げの

支援ではないですけれども、サポートが

できたのではないのかなという形で認識

しております。

　今回の予算組におきまして、平成２７

年度の介護保険特別会計におきまして、

基金積立金に２，０００万円ほどの支出

があるということで、今回は、介護保険

の３年間において、基金の取り崩しをし

ているという流れ中で特別会計にお金が

入っていないかにつきまして、ご答弁を

申し上げます。

　まず、介護保険は、３年間の保険料を

決めるという形になります。

　ですから、この保険料を、平成２７年

度はいただきますと、初年度は、お金を

いただき過ぎというような状況になりま

して、１号被保険者のお金が積み増しす

ることになります。

　２年目におきましては、計画値どおり

の給付が進みますと、収支が均衡しまし

て、プラスマイナスゼロで基金に積む額

はなくなります。

　３年目になりますと、給付がどんどん

伸びていきます。保険料は３年間一定の

据え置きのため不足分が出ます。

　その時点で、基金から不足分を賄って、

充当するというような流れになりますの

で、当初におきましては、今年度は積み

増しする流れでありますので、その基金

からの繰り入れは計上していない状況で

す。

　基金の残高につきましては、約１億６，

３００万円となっております。

○上村高義委員長　増永委員。

○増永和起委員　２回目の質問をさせて

いただきます。

　保険料についてですけれども、一般会

計からの繰り入れはできないと、仕組み

として、給付費を繰り越し、そして、保

険料で割るからというふうなお話だった

と思います。今までも、できないものと

ずっと言われてまいりました。

　しかし、今回、そうするようにと指示

をしてきた国が、保険料軽減のために、

特別な繰り入れを行っております。

　国が、自分が言っていて自分がそうい

うことをするというのが不思議な話なの

ですけれども、ということは、保険料を

下げるために繰り入れをするということ

は、できるという原理になると思うので、

ぜひとも、そこを国だけが今回やったの

だということではなく、市でも繰り入れ

をしていただきたいなと思います。

　国の答弁は、全くできないということ

では言っていないと思います。市町村に

向かってはするなといっていると思いま

す。しかし、そういうことができる制度

に変えていってもらいたいと思いますの

で、ぜひとも声を上げてもらいたい、国

自身がやっていることではないかと言っ

てもらいたいと思います。お考えをお聞

かせください。

　それから、今のお話で、基金を３年間

で特別会計の中に入れていく原則論をお

聞きしました。

　しかし、第５期のときは、そう言いな

がら反対に３年間たった後には、第４期

の末で８，０００万円ぐらいであった基

金が、１億６，０００万円と倍に積み上
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がったという経過がございます。

　そこについて、今後、そういうことは

ないようにということで、今回は計画を

組んでいただいているものと思いますけ

れども、ぜひともしっかりと計画を進め

ていただいて、また同じようなことが起

こらないように、よろしくお願いしたい

と思います。

　これは要望としておきます。

　それから、４大改悪のその１でいいま

した介護保険の利用料値上げです。年金

だけの収入で２８０万円ということです。

　しかし、これは、所得ですから、年金

だけとは限りません。お給料がある方と

かいうのもあります。

　例えば、それまでは給与収入があった

と、前年度の所得でいきますから、給与

収入ですと１６０万円所得というのは、

給与の分では２００万円ちょっとぐらい

だと思うのですけれども、２００万円台

だと思うですけれども、そういう方が６

５歳になって退職をして、年金はわずか

だというふうな場合でも前年所得でいき

ますので、これは２割負担になるという

ことになると思うのです。

　こういうことについて、やはり、軽減

ということが、取り入れられないといけ

ないのではないかと思うのですが、利用

料の軽減ということについて、お考えを

お聞かせください。

　それから、４大改悪のその２ですけれ

ども、施設入所の食費とか、補足給付、

これについて、非常に厳しい基準になっ

てきています。

　世帯分離をして、それぞれで生活して

いるわけです。片方の配偶者の方は、お

うちでいてはって、もう片方は施設に入っ

てと、本当に全く世帯分離になっていて

も、それを認めないという、本当に離婚

しないとあかんみたいな話ですので、ひ

どい内容だなと思います。

　この件に関しては、例えば、保険料の

軽減について、財産要件がありますよね。

その財産要件を同意書を書いて出さない

といけないというのを聞きはっただけで、

本当にその財産があるとかないとかにか

かわらず、やはり、それがすごく威圧的

な効果になって、もう軽減申請そのもの

をやめてしまうというふうなケースもあ

る聞いています。

　この補足給付についても、そういうよ

うな軽減申請することそのものを抑制し

てしまうような威圧的な形に働かないよ

うに、ぜひともお願いをしておきたいと

思いますし、また、補足給付の軽減措置

に対しての厳格化、これについては、非

常に問題が大きいと、人権の問題とかも

絡むと思いますので、ぜひともそういう

ことをしないようにと市町村からも声を

上げていただきたいなと思います。

　これは要望にしておきます。

　それから、４大改悪のその３ですけれ

ども、施設入所について、原則要介護３

以上であるが、要介護１、２の人も、非

常に摂津市はしっかりとその状況を把握

していただいて、事情もしっかりつかん

でもらって、その中で柔軟に対応してい

ただくとおっしゃっていただいていると

思います。

　その姿勢でやっていただければ、あり

がたいなと思います。要介護１、２でも

待機者でいらっしゃる方いてはると思い

ます。何人ぐらい、要介護１、２の方は、

今、待機者としていらっしゃるのか、数

も教えていただきたいなと思います。

　それと、総合事業のことですけれども、

専門的なサービスと、それから、ボラン

ティアによるサービス、この２つに大き

く分かれるとおっしゃっていました。そ

れについては、私もそうだなと思います。
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ボランティアの皆さんの活動というのも、

しっかりと応援していただいて、今、元

気な方は、できる限り長く元気でいても

らえるように、体操だとかウオーキング

だとかいろんな取り組みをされていると

思うのですけれども、それは大いに活発

にやっていただくように援助していただ

きたいなと。

　しかし、それはそれとして、やはり、

要支援１、２の人というのは、専門的な

サービスが必要だと、要介護にならない

ために、この要支援の段階で専門的なサー

ビスが必要だという方々であるというこ

とで、今まで介護認定がされてきている

ものと思います。

　こういう専門的なサービスの必要な方

に関しては、しっかりとその専門的なサー

ビスを提供できるように、何回も繰り返

し、私も聞いていますし、市からもそこ

については、しっかり責任をもってやり

たいとご答弁もいただいておりますので、

しつこいようで申しわけないのですけれ

ども、本当に危惧するところですので、

もう一度、これについて、ご答弁いただ

きたいなと思います。

　このかがやきプランの中に載せられて

いる厚生労働省の資料、この中には、今、

おっしゃった２つの部分以外に、さっき

言った緩和した基準によるサービスとい

うのが入っておりまして、サービス内容

は、生活援助等で、これは事業者指定と

なっています。

　基準は、人員等緩和した基準というこ

とで、今の基準よりも緩和しているとい

うことです。緩めるということです。

　サービスの提供者が、今までの現行の

場合は、訪問介護員、ヘルパーとか、資

格を持った方です。

　こういう人が、サービス提供者と指定

されているのですが、この多様なサービ

スの中の緩和した基準によるサービス、

これについては、主に雇用労働者となっ

ていて、無資格でもいいということになっ

ているのです。

　こういうことをやってしまうと、本当

に先ほど言った専門的なサービスを必要

としてある方に、専門的なサービスが届

かないということにつながってしまうと

思います。

　これについては、決してやらないよう

に、ぜひともお願いしたいと思うのです。

　やはり、要介護にいかないということ

が、非常に大きな介護保険制度を支える

上で大事なことだと思うのです。

　要支援の人に安易なサービスを提供し

て、それでどんどん介護度が進んでいっ

てしまうと、本末転倒になってしまうと

思います。

　ここのところを、しっかりとお願いし

たいので、答えをぜひお願いします。

　そういう形でシルバー人材センターの

協力を、この緩和した基準によるサービ

スという形で、活用されるというお考え

なのかどうか、そこについても、ちょっ

と一度、お聞かせください。

　次に、介護報酬の引き下げの影響の問

題です。摂津市として、一生懸命努力し

てくださっているというのは、非常によ

くわかりました。

　事業所が成り立つということが、まず

大事だと思います。それでなくても介護

の事業所、非常に経営が大変で一生懸命

頑張ってはるという中で、これ以上、報

酬を引き下げられたら、もうやっていけ

ないという声も幾つも聞いています。

　２０２５年に向けて、介護の必要な人

がふえるといいながら、事業所を潰して

いくような、こういう国のやり方という

のに対しては、私は非常に腹が立ちます

けれども、ぜひともこの介護報酬の引き
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下げについても国へこれを出していただ

きたいですし、事業所の悩み、そういう

ものについても一緒にご相談に乗ってい

ただきたいなと思います。

　これは、要望にしておきます。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　それでは、保険

料の減額のための一般会計からの繰り入

れについてということですけども、これ

につきましては、先ほどもご答弁申し上

げましたように、仕組み的に非常に難し

いと、担当課としては考えておりまして、

今のところ繰り入れの対応は考えられま

せん。

　今回、国で、消費税の１０％の導入に

伴う形で、低所得者に対する減額の制度

が構築されました。

　ただ、１０％が一度順延になったこと

によりまして、一部の実施となりますけ

れども、この事業におきましては、保険

料軽減のために、その減額分を、国、府、

市で負担するという形の制度が、私ども

で初めて示された状況になっております。

　こういうことを見ながら、今後は、保

険料の対応については、精査また検討を

していく課題もいっぱいあるのかなとい

う状況を認識しております。

　次に、利用料についてですけれども、

一定所得のある方が１割から２割になる

ということで、特に、６５歳になります

と、ちょうど会社を退職されて、当時は

それなりの給料をいただいて、翌年には、

収入がなくなってという形の大きく収入

が変わる方につきましても、税といいま

すのは、前年度の収入に対してかかると

いう制度ですので、私どもとしては、で

きましたら収入をいただかれているとき

に、何とか次の年度にかかる経費等を斟

酌していただいて残していただくような

取り組みをしていただきたいなと思いが

ありますので、そういうためには、周知

も含めて６５歳になられたらこういう経

費が発生しますよということを、さらな

る周知をしていかなければならないのか

なと考えております。

　現在、利用料を１割から２割に引き上

げる対応については、システムをこれか

ら改修しましてしていくわけですけれど

も、その動きを踏まえて、十分に精査、

検討をしながら、どういうことが対応可

能なのかとかを含めて、今後の課題と考

えております。

　次に、特別養護老人ホームの待機者に

ついてですけれども、先般、２月半ばに

現状を確認するために、電話連絡により

照会をいたしました。

　これにつきましては、名寄せをしてい

ない数字ですので、全ての施設の合算と

なります。

　全体では、３４２名の待機者がありま

した。そのうち、要介護１の方が２０名、

５．８％、要介護２の方が４５名、１３．

２％、合計６５名で１９％の方が、要介

護１、２の待機者という状況になってお

ります。

　次に、要支援の通所や訪問介護の市町

村の事業につきましては、先ほども答弁

をさせていただきましたけれども、非常

に大きな事業が市町村におりてくるとい

う認識に立っています。

　２年間の実施期間を置いておりますの

は、現在の利用者に不利益がないという

ことと、それと構築には簡単にはできな

いと、どうしても時間が必要で、調整に

も時間がかかろうかと思っております。

そのことを踏まえながら、慎重に考えな

がらでも利用者に喜んでいただける、ま

た、将来的には、介護の給付費の伸びが

少しでも抑えられるような取り組みをと

いう形で考えていきたいと考えておりま
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す。

　次に、その訪問介護における要支援者

のサービスの提供におきまして、例えば、

シルバー人材センター等の方が、お宅を

訪問して、食事の支援などを想定はしま

すけれども、私どもとしては、見ず知ら

ずと言いましょうか、人のお宅に入って

いくという、まず一つのハードルがあり

ますので、その辺は、いろんなトラブル

も発生することも考えられることから、

保険の加入であるとか、増永委員がおっ

しゃったように、本人のスキル、資格が

重要なことと考えておりますので、この

辺につきましては、簡単に言いますと、

どのような方でも結構ですよという形に

は考えていなくて、一定、そういうスキ

ルをもった方ということを考えて、対応

していきたいと考えております。

○上村高義委員長　増永委員。

○増永和起委員　一般会計繰入に関して

です。消費税が８％に増税をされるとき

に、その増税分を全部社会保障に回すと

言ったにもかかわらず、本当に回ってい

るのは、わずかな部分でしかないという

ことが、現実のものとなっていて、その

消費税の増税部分をちゃんと使いもしな

いうちから、１０％になったら、もうちょっ

とちゃんとするみたいな、１０％先送り

したから、ちゃんとするのも先送りだと

いうふうなことというのは、本当に政府

はひどいまやかしをやっているなと思い

ます。

　ぜひ、１０％になってからと言わずに

早くやれということで、国へも声を上げ

ていっていただきたいなと思います。

　一般会計繰り入れに関しては、ぜひと

も国をしっかりとつつきながら、摂津市

としても何とかできないかということで

考えていっていただきたいと思います。

　これは要望にしておきます。

　それから、介護保険の利用料が２倍に

なるという問題というのは、本当に大変

な問題だと思うのです。

　なるべくそれまでに貯金をしてためて

おけたらいいのですけれども、今、なか

なかそういうわけにはいきません。

　お給料で２００万円台というのは、決

して多くない金額です。

　年金も国民年金だったら、本当にわず

かだとなってしまうと思いますので、そ

ういう激変になった方について、考える

というふうなことが、摂津市一つで単独

で軽減措置というのは、なかなか難しい

のかもしれないのですけれども、必要で

はないかということで、これもぜひ、政

府に声を上げていっていただきたいなと

思います。

　それから、施設入所の問題ですけれど

も、要介護１、２の方も６５名、１９％

いらっしゃるということで、こういう方

についても、一つ一つ個別の状況をしっ

かり把握していただいて、ぜひ、柔軟に

対応していただきたいと思います。

　それと同時に、これは、現在の待機者

の方だと思うのですが、そこに限らず、

これからもやっぱり高齢者の方がふえて

くるわけですから、特養に入りたいとい

う方も、もちろんふえてきます。

　そういう中で、要介護１、２であって

も事情として必要だという場合が出てく

るかと思いますので、そこについてもしっ

かりと対応をしていただきたいなと思い

ます。

　これも要望にしておきます。

　総合事業についてです。市町村におり

てきている大きな責任、また、事業料、

その割には財政的支援は何もないという

ような、本当に無理難題を言われてはる

なということで、私らも本当に大変な苦

労をされている、これからもされると思
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うのですけれども、そういう中でも、や

はり、しっかりと専門的なサービス、必

要な方にはきちんと提供するというこの

スタンスは、ぜひとも崩さずに、やって

いっていただきたい。

　その中で、シルバーの方でも資格があ

る方に行ってもらいたいとおっしゃって

いましたけれども、今ある介護事業所で

も人材不足で非常に困っている中で、そ

れよりも高い報酬額を出るのかというよ

うな問題がありますから、どうやって資

格のある人を確保するのかとか、いろん

な厳しい問題たくさんあると思います。

　そういう仕事がシルバーの仕事として

なじむのかというのも、私は懸念も持っ

ておりますけれども、そこについては、

いろいろ私も勉強をさせてもらいながら、

意見もいっていかせていただきたいなと

思っています。

　根本的には、本来、国が責任をもって

やるべき介護保険制度を、自主的なとこ

ろが広がるということは、いいことだと

は思うのですけれども、そこについてで

きるかどうかという、そういう支援もき

ちんとしないままに、丸投げするような

形で押しつけるというのは、余りにもひ

どいと、全国でも市町村から、やはり、

こんなのできないという声も上がってい

ると聞きます。

　今、できるという見通しを持っている

市町村はすごく少ないと聞いております。

できないことはできないと、しっかり国

に物を言っていくということが大事だと

思いますので、その点もぜひよろしくお

願いします。

　これも要望にしておきます。

　それでは、最後になりますけれども、

こういったさまざまな問題を抱えた介護

保険の第６期のスタートです。ぜひとも、

さまざまな情報を早いうちに、知らせて

いただいて、市民と一緒に考える、介護

保険の対象の方々、家族の方々、利用者、

事業者、みんなでこの問題について考え

て、摂津市の中でいいものをつくってい

けるようにしたいので、ぜひ、一緒につ

くり上げるという形で臨んでいただきま

すようによろしくお願いいたします。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　介護保険に関して、私

からも、保険料の問題ですけれども、ちょっ

と議論戻るかもしれませんけれども、保

険料がなぜ上がるかというところでいう

と、給付の伸びです。それから、認定者

が伸びると、この３年間で、そういった

保険料が上がるベース、もう一度、ちょっ

とこの伸びの考え方をお聞かせいただき

たいと思います。

　それと、かがやきプラン、第５期の施

設整備計画、複合型サービスの未整備と

なりました。

　第６期もこれからもやるのかなという

ふうな、見る限りはそうなのかなという

感じなのですけれども、かがやきプラン

では、アンケートから必要があれば、事

業計画も大きくもっていくみたいなこと

も書いてあるのですけれども、第６期の

事業計画について、お考えをお聞かせい

ただきたいと思います。

　これが、保険給付を合わせて、保険料

にかかわる介護保険会計のベースになっ

てくるのだろうなと思いますので、その

辺からお聞かせいただきたいと思います。

　それから、報酬の引き下げ、国は、特

養、それこそ、これからの要介護者がふ

えて、必要だということは認めながらも、

別に国立の特養をつくるとか、そういう

ことではなくて、民間に活力を、それこ

そやって施設整備もしていくのだという

てはるわけですけれども、この介護報酬

を減らしていったら、施設整備をしてい
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くための原資が、民間にたまらないとい

う話になってきますので、本当にこれは、

大変な話だと思っております。これは、

国にぜひ言ってください。要望にしてお

きます。

　それに対して、これからの介護予防の

総合支援の事業ですけれども、先ほどの

地域加算の話もありました。それこそ専

門的な知識が必要だという、その事業所

にもお願いをしないといけないという部

分ですよね。それこそ地域格差で、茨木

市の事業所がいいと話にならないように、

今度からは、市でやる事業ですから、お

互いに、それこそ負けないようなものを

つくっていかなくてはいけないと思いま

す。この辺についての考え方もお聞かせ

いただきたいと思います。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　それでは、山崎

委員のご質問にお答えします。

　まず、介護保険料の伸びの考え方とい

うことですけれども、これにつきまして

は、まず、介護保険の給付の伸びという

のがベースにあります。

　また、給付の伸びの内容としまして、

施設整備をすることによって、常時施設

に入所されましたら、施設の給付費が伸

び、そういうような伸びを勘案しながら、

保険料を算定することになります。

　今回、第６期におきましては、第５期

の整備できなかった小規模特養であると

か、複合型のサービスの事業所、今回新

たに認知症の方が非常にふえてきまして、

徘徊等もふえてきているということで、

グループホームの整備を新たに計画をい

たしました。

　こういう施設整備をすることによって、

施設開設後は、入所された場合に、介護

給付費がふえて、保険料に結果的にはね

かってくるというような制度が介護保険

制度になっております。

　ですから、施設の整備をどこまでして

いくのか、国は、できるだけ施設よりも

在宅へという形で方向転換しております。

　今後、高齢者がますますふえまして、

団塊の世代の方が７５歳以上になります

２０２５年、平成３７年には、給付費も

倍増するような状況になりますので、こ

の介護保険制度は、どのようにして存続

して維持できるか等も考えながら、施設

整備を計画して、保険料の算定を図って

いるという状況でございます。

　次に、総合事業としまして、市町村で

要支援者に対しまして、訪問介護と通所

介護の部分につきましては、市町村が報

酬を決定し、また、補助金制度の金額を

決定して実施していくということです。

　先ほど申し上げましたように、報酬と

いう形の動きではないので、私どもとし

ては、近隣として比較していただきまし

ても、劣ることがないように、逆に摂津

市のサービスのほうが使いやすいわとか

言っていただけるような、取り組み、仕

掛け、また、利用者の負担の額等を勘案

しながら、押し売りだけではなく、使い

たいわと言っていただけるような制度に

つくり込をしていきたいと考えておりま

す。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　先ほど、市来委員も将

来保険料どうなるのかという話も聞いて

おりましたけれども、先ほどもありまし

たけれども、現在も倍増みたいな話も、

構造的になっているわけです。これもしっ

かり、本当に自治体もそれこそ国挙げて、

この制度というのは、変えていってもら

わないと、スタートから見ても、倍増越

えましたよね、そういう意味では、保険

料でいうと、もう限界だと思います。

　それこそ市がやれることというのは、
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全てやったとしても、だからきちんとで

きているかといったら、まだ繰り入れが

できるのではないかと思っていますけれ

ども、このままの状態の推移で介護保険

料が上がり続けるなんてことはあり得な

いと思っておりますので、ぜひ、この辺、

国にもものを言ってもらいたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

○上村高義委員長　ほかにございません

か。

　村上委員。

○村上英明委員　この介護保険制度とい

いますか介護予防もそうなのですけれど

も、本当にこれもいろいろと議論があり

まして、平成１２年に始まったこの制度

ということで、第６期となるわけなので

すが、ここ数年、きょうも議論がありま

したけれども、少子高齢化ということが、

これから本当に進展していくような世の

中になっていくということがありますの

で、本当に重要な一つの制度、介護保険

制度になってくるのかなと思うのですけ

れども、その中で、何点かだけお聞きし

たいのですが、歳出のほうなのですけれ

ども、２２ページの高額介護サービス費

という項目の中で、平成２６年の当初予

算のときには、平成２５年度と対比して、

約１００万円の増ということだったので

すが、この平成２７年度の当初予算では、

この平成２６年度の当初と比較したとき

には、１，１００万円ほどふえていると

思いますので、その内容について、１点

目、お尋ねをしたいなと思います。

　それから、当初予算でシステム改修が、

１，５００万円ほど計上されていると思

います。平成２７年度の分としてされて

いると思います。

　もう一つ、補正でも１，４００万円強、

システム改修がされているということで

ありますが、これの内容とこのシステム

改修をどういう形でされるのか、お聞き

をしたいなと思います。

　あとは、法律相談支援業務委託料が、

今回、計上されていると思います。この

背景と、内容について、お聞きをしたい

なと思います。

　それから、我々本当に市民相談等々で、

ちょっとふえつつあるのかなという認識

があるのが、成年後見制度というのがあ

りますけれども、これも予算上、この平

成２６年度と同額だったと思いますが、

この平成２７年度、どのくらいを見てお

られるのか、お尋ねをしたいなと思いま

す。

　それと、２４ページでありますけれど

も、通所型介護予防委託料というのが計

上されておりますけれども、この予防と

いう観点の中でこの業務をどのように捉

えておられるのかということについてお

尋ねをしたいなと思います。

　それと、最後、先ほどもございました

けれども、小規模多機能、第５期のとき

には、二つの計画が一つだったと思いま

すが、残り以北ということでされている

とお聞きをしておりますけれども、その

計画が、どのようになっているのか、お

尋ねをしたいなと思います。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　それでは、村上

委員のご質問にお答えいたします。

　まず、高額介護サービスの給付の予算

計上につきましては、今ありましたが利

用者がふえてきているということと、こ

の高額の介護サービスの区分も変更にな

りまして、従前の３段階から４段階に、

医療と同様の４万４，４００円の額が設

定されるようになります。

　そうしたことから、利用者の対象者の

増、給付の増を見まして、特に、本市は、

非課税の方がたくさんおられますので、
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そういうことを斟酌しますと、一定、費

用が上昇していくものという考えで計上

しております。

　次に、システム改修につきましては、

この介護保険の制度改正は、抜本的な改

正になります。特に、先ほど、委員から

質問ありましたように、広範囲にわたる

改正でありまして、そのシステム対応に

つきましては、根本的につくりかえをし

ていくところが多々ございます。

　そうしたことから、平成２６年度中に、

すべき改修箇所、平成２７年度に入って

から、改修してシステムを整えていく部

分と切り分けして、計上させていただき

ました。特に、４月１日から対応してい

く必要があるような制度、例えば、住所

地特例など１日からの住基異動に対して

も対応していくようなところが多々ござ

います。そういうところのつくり込みを

中心に進めていき、また、平成２７年度

の部分につきましては、６月ごろに税情

報が確定しまして、それを７月に取り込

みをしまして、負担限度額、先ほど１割

から２割の新制度もありますけれども、

そういう方に対しても証を発行するよう

なシステム改修という形で、スケジュー

ルに応じた内容で、急ぐ分を平成２６年

度で計上、平成２７年度に入ってからの

システム改修で行う部分につきましては、

平成２７年度で計上させていただいてい

る状況でございます。

　次に、かがやきプラン、施設整備の話

ですけれども、本市におきましては、以

前から安威川以北で小規模多機能の建設

をと考えておりましたけれども、手を挙

げていただく事業所がなく、引き続き計

画としております。

　今般、介護報酬の引き下げということ

もありまして、なかなかより厳しくなる

状況かと思いますけれども、それに加え

まして、先ほど申し上げたように、複合

型また認知症対応型グループホームの整

備を進めていきたいという形で考えてお

ります。

　ただ、今のところ、まだ、この計画は

発表しておりませんので、問い合わせ等

はないわけですけれども、議会でご承認

いただいて可決いただいたときには、情

報提供しまして、できるだけ早くに整備

していただけるように、手を挙げていた

だいた事業所とコンタクトを取りたいと

いう認識で考えております。

○上村高義委員長　川口参事。

○川口高齢介護課参事　それでは、私か

ら、２点について、お答えさせていただ

きます。

　１点目の法律相談支援業務委託料につ

いては、平成２７年度、新しく予算を計

上しております。この内容につきまして

は、市の高齢介護課や地域包括支援セン

ターが、高齢者の相談対応に当たりまし

て、さまざま、法的な判断が必要な場合

もふえております。

　例えば、認知症の高齢者の方でひとり

暮らしである方の支援ですとか、あるい

は、そういった方が、消費者被害に遭わ

れた場合ですとか、現在も、消費生活相

談ルームや、市民法律相談等で相談をさ

せていただいているところですが、この

事業は、市民が直接ご相談にいかれる事

業ではなく、高齢者を支援する包括支援

センター職員や、高齢介護課、あるいは、

それ以外の庁内の職員等が法的な判断に

悩んだり、あるいは市としての責務が果

たせているのかといったようなことにつ

いて、相談をさせていただくものになっ

ております。

　委託先としましては、大阪府弁護士会

ひまわりへの業務委託を考えておりまし

て、２か月に１回、定例相談という形で、
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スタッフから相談をさせていただいて、

自信を持ってケースに対応するという内

容のものです。

　続きまして、成年後見制度についてで

すけれども、こちらは、申立費用としま

して、５人分を計上しております。

　市長申立の実績としましては、平成２

３年度は６名、平成２４年度は１名、平

成２５年度は８名、平成２６年度、まだ

年度途中ですけれども、２月末時点で４

名、家庭裁判所に申し立てをしている状

況にあります。

　予算は、鑑定費用が必要な場合と、必

要でない場合がありますが、その費用が

１０万円程度となっておりますので、実

績からすると５名分というと、少し枠が

不足ではないかということになりますが、

鑑定費用が不要な場合、１０万円はまた

申し立てに利用できますので、この金額

で１年間を見ております。

　それと、２４ページの通所型介護予防

の委託料についてです。通所型介護予防

事業につきましては、介護予防事業とい

うことで、以前から継続して行っており

ます。

　考え方としましては、一つの大きな会

場に、市民の方が通っていただくのでは

なくて、市民の方、グループから手を挙

げていただいて、その地域に出向いて、

はつらつ元気出まっせ講座を実施し、心

と体を元気にしていただくというものに

なっております。

　平成２６年度は、１講座当たり６回コー

スで、６か所で介護予防講座を実施して

おります。

　このような形で、地域のグループから

手を挙げていただいておりますので、介

護予防として、引き続いて自主グループ

という形でお集まりいただいているよう

に聞いております。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　ありがとうございます。

　高額介護サービスにつきましては、段

階が３段階が４段階になったということ

で、利用者の方にとっては、いい面では

あるのかなと思うわけでありますけれど

も、これは、税の情報と関係もするので、

しっかりと適正に行っていっていただけ

ればなと思います。

　システム改修の件です。この４月早々

にスタートしなければならない業務と、

この６月の税情報を入れてということで、

少しタイムラグがあるということだった

と思いますけれども、極力経費を削減す

るという面も含めて、この契約の関係も

考えていっていただければなと思います

ので、よろしくお願いをいたします。

　法律相談の件は、職員の方がこういう

課題に対してということでの相談をして

いくということであったかと思います。

　これからは、独居の方とか、ご親族の

方となかなか連絡が取れないとか、いろ

いろと多様な事象が出てくるのかなと思

うわけでありますので、その辺は、また、

しっかりと法律は法律として、守らなけ

ればいけないということもあるので、市

民のニーズに応えられるようなこととし

て、相談業務を行っていただければなと

思います。また、それもやることによっ

て、職員のスキルもアップしてくるとい

うことになってくるかと思いますので、

しっかりと勉強していっていただければ

なと思います。

　あと、成年後見人制度、多分、これか

らもっとふえてくるのではないのかなと、

私は思っておりまして、それも先ほど、

申し上げましたけれども、独居の方とか、

親族の方となかなか連絡が取ることがで

きないとかいうことなど、そういうもの

が出てくるのかなと思いますので、この
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辺はしっかりと対応もしていただければ

なと思います。また、予算上も、今後、

平成２８年、平成２９年とありますので、

その辺をまた、しっかりと現状を見てい

ただいて、適宜予算計上していっていた

だければなと思います。

　通所型介護の予防の件であります。こ

の介護保険制度を使わないという、先ほ

ど来もいろいろ質疑もありましたけれど

も、やっぱり予防という観点が、必要な

ことなんだろうなと思いますし、その予

防ということで広まっていけば、この保

険料のことにも反映してくることが、十

分考えられると思いますので、その辺は、

今も政府はやっておられると思いますけ

れども、高齢介護課だけで考えるという

ことではなくて、隣の保健福祉課とか、

勉強をしていただいて、この健康につな

がるようなものを、いろいろと提案をし

ていって、市として介護予防というのを、

さらに高まったなというようなことで、

していっていただければなという施策を、

市として考えていっていただければなと

思います。

　この介護予防関係を、私もいろいろ、

近隣の方もちょっとグループを組んで、

健康体操とかやっておられる方も結構お

られるのです。

　その健康体操をやる場所が、例えば、

公民館にいってとかということになって

きたときに、ある方から、もっと身近な

ところでということで、例えば、地域の

集会所とかいうところで、できれば、例

えば、今はこの健康体操をするために、

車で迎えにいって、その会場まで車で乗

せていって、そこで健康体操をして、ま

た車で送るということになっているとい

うこともちょっと聞いておりますので、

例えば、それが、もっと身近なところだっ

たら、自力できていただいてということ

で、健康体操をして、また自力で返って

いただくというようなこともできるので

はないかというようなご意見もお聞きす

るので、その中の一つとして、これも所

管違うのですが、集会所になれば総務常

任委員会の所管になってしまうのですけ

ど、例えば、階段があるとか、トイレが

和式であるとかいうようなことで、集会

所も利用しづらいとかいうこともお聞き

するので、その辺が改善ができれば、集

会所で十分できるような声もお聞きする

ので、市庁舎として、部、課を超えて、

また勉強していただいて、より身近なと

ころでできるような形で、それぞれの施

策を取り組んでいっていただければなと

思いますので、よろしくお願いをいたし

ます。

　最後です。小規模の件は、また、しっ

かりと事業者さんと相談して、手を挙げ

ていただくということが大前提になって

くるかと思うのですが、その辺が手を挙

げていただけるような形で、市としても

推し進めていっていただければなと思い

ます。

　最後なのですが、訪問通所介護など、

予防給付ということで、市町村の総合事

業ということになっているかと思います。

　この点をどのように市として、とらま

えておられるのか、この１点だけお尋ね

をして２回目の質問としたいなと思いま

す。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　それでは、総合

事業の捉え方、考え方につきまして、ご

答弁申し上げます。

　今回、介護保険の制度改正におきまし

て、市町村に事業がおりてきまして、平

成２７年４月から制度は変わりますけれ

ども、本市におきましては、利用者のご

負担が変わらないように、特例を適用し
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まして、平成２９年４月から実施を考え

ております。

　今後の取り組みといいましょうか、こ

の介護をどうしていくのかという中では、

やっぱり介護にできるだけかからないよ

うに、または、かかっても重篤にならな

いようにという考え方で、取り組む必要

があると考えております。

　先ほど、委員からお話もありましたよ

うに、身近なところで、通えるところで、

体を動かしたり、コミュニケーションが

図れて、気分が発散できるような取り組

みを確保し、家に閉じこもることなく、

地域に包まれた中で生活していくという

のが、非常に大事なことと思っておりま

す。

　昔は、そういうことがあったような状

況ですけれども、介護保険制度ができま

して、措置から保険というような流れの

中で、保険料を払っているから一定使う

というような風潮もあり、また、事業所

がたくさん出てくることにより、サービ

スが急激に普及したという部分もありま

して、いろんな課題がありますので、そ

の辺を見据えながら、介護予防をどうし

ていくのか、本当に地に足がついたよう

な取り組みとしてやっていくにはどうし

たらいいかを考えながら、積極的に考え

たいと思っています。

　また、医療との連携によりまして、で

きるだけ介護事業者にも医療の知識を持っ

ていただく中、総合的な支援ができるよ

うに、しっかりと団体とも協議をしなが

ら、取り組みを進めてまいりたいと考え

ております。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　総合事業につきまして

は、今、全国の中でそんなに取り組んで

おられる自治体も少ない、１割前後くら

いということでお聞きをしております。

　そういう中で、介護もそうなのですけ

れども、日常の対応ということでもそう

なのですけれども、やはり、地域の方々、

地域の団体の自治会関係とか、民生委員

関係とか、いろいろと団体もおられます

けれども、やっぱり、地域の中で、それ

ぞれ該当者の方に目を向けていくという

か、注意をしながらというか、そういう

地域関係をつくっていくということも、

本当に大切なことなのだろうなと思いま

すので、そういう意味では、介護保険と

いう保険制度ということだけではなくて、

そのほかにもいろいろと目を向けて幅を

広げていただいて、取り組んでいただけ

ればなと思いますので、よろしくお願い

いたします。

○上村高義委員長　暫時休憩します。

（午後２時３１分　休憩）

（午後３時　５分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　福住委員。

○福住礼子委員　それでは、質問させて

いただきたいと思います。

　平成２６年度補正予算について、１点

だけでございます。

　６ページの一般管理費の中に、１，４

５８万円の補正予算があります。先ほど

村上委員からのご質問にもありました介

護保険システム改修の委託料として計上

されているものですけれども、この４月

からの新制度に対応するためには必要な

ものだということは理解しております。

　ただ、この上のところを見ますと、１，

４５８万円に対して国の補助金というの

が１５８万円で、約１０分の１ぐらいの

補助しか計上されておりません。この点

について、説明をお願いしたいと思いま

す。その不足分は、市の一般会計繰入金

から賄うということになっております。

先ほど来からも市の財源が大変厳しいと
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いうご説明もありましたので、どうかち

この内容についてお聞かせください。よ

ろしくお願いします。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　それでは、福住

委員のご質問にお答えいたします。

　今回、補正におきましてシステム改修

の補正をお願いしております。これは、

介護保険の平成２７年度改正に伴いまし

て、平成２６年度中に実施していく部分

についての補正の提案でございます。

　この大幅な改正により、内容としまし

ては、先ほども答弁させていただきまし

たけども、特別養護老人ホームの入所者

の管理、住所地特例、また新たな保険料

段階の設定とか、いろいろな項目が多岐

にわたっております。

　本市といたしましては、この改修費が

相当な額に上っておりまして、大阪府に

対して、介護保険創設当時は２分の１程

度の補助がありまして、現在１０分の１

程度では非常に厳しいという形でお願い

しておりました。ほかの自治体からも要

望がある中、今般、２月に入りまして、

国から補正予算の成立ができたというこ

とから、補助基本額を変更する旨の連絡

がありまして、現段階におきましては、

本市の補助額が当初計上している額より

も大幅に上乗せとなる予定で、６５５万

８，０００円の内示が示されたところで

ございます。最終の決定につきましては、

まだ３月中旬以降の手続になりますが、

おおむね当初予算の２分の１近くが賄え

るめどが立ったところで、非常に助かっ

たなと思っている状況でございます。

○上村高義委員長　福住委員。

○福住礼子委員　これから高齢者がふえ

続けていくといった話、先ほどからあり

ました。そのためにも、給付の増加も見

込まれていくかと思います。そういうこ

とになりますと、これからもこの介護保

険制度の見直しといったことも行われて

いくのかなと考えております。引き続き

こういったシステムの改修費というもの

が、市の負担に対して国庫の負担率とい

うのを引き上げていただかなければ、市

の負担がふえるばかりといったことにも

なります。

　こういった負担を減らしていくこと、

高齢者が摂津市で住んでよかったなと思っ

てもらえるその支援のための財源を確保

していくといったことが大変重要になり

ますので、国に対してもこの全額の負担

というのを求めていけないものかどうか。

また、これからそういった取り組みにつ

いて、どういった形で取り組んでいかれ

るのかということをお聞かせいただきた

いと思います。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　この介護保険制

度の見直しにおきましては、平成２７年

度に大幅改正をいたしますが、今後も一

定の制度改正等が出てくる可能性が考え

られます。そうしたことから、そのたび

にシステム改修をしていきますと市の負

担もかなり負担が大きくなることから、

また近隣に電話で概算額の確認をさせて

いただきましたら、高槻市で３，９９９

万円、箕面市で２，１９９万円、吹田市

で３，３５２万円、茨木市で２，２００

万円の改修費がかかるということを聞い

ております。

　今後、市町村にとりましていろいろな

工夫をしていくに当たりまして、一般財

源からこういう費用を捻出していくのは

非常に厳しい状況かと思いますので、国

に対して要望を強くしていきたいと考え

ております。まず、できることからとし

まして、北摂７市３町の介護保険課長会

議で、府と国に対して、これにつきまし
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ては強く要望していきたいと考えており

ます。

○上村高義委員長　福住委員。

○福住礼子委員　大変ご苦労の多い仕事

かと思いますけれど、どうぞこれからも

よろしくお願いします。ありがとうござ

います。

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　続きまして、議案第２５号の審査を行

います。

　本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　第２５号の議案ですけ

れども、これは国で介護予防法が改正も

されて、各自治体に支援事業者関係の基

準を決める条例をつくれと来たものでは

ありますけれども、省令でこれまで設け

てこられたという地域包括支援の介護予

防プランの作成事業について、地域包括

支援スタートのときにもっとしっかりと

審議をしておくべき内容だとは思います

けれども、この条例が摂津市、それから

介護予防、地域包括支援にどういう影響

を与えるのかということをちょっとお聞

きしたいと思います。最初のスタートの

とき、これ民間の医療機関とか福祉機関

なんかにも広く求めないと地域包括支援

がスタートしないという意味では、事業

所でもできるようなというか、ハードル

が低いようなものになっている点ではな

いかとちょっと感じております。ですの

で、条項についても幾つかお聞きしたい

と思います。

　まず、第５条の予防支援に関する知識

を有する職員というのは、具体的にどう

いうことになってくるのかと。福祉関係

職場に何年勤務などというような規定が

あるのかどうか。

　それから、第８条で事業を断ることが

できると言うたらおかしいですけど、断

ることのできる正当な理由というのはど

ういうものか。

　第９条でも、これはほかの事業所にも

委託もできるということではあるんです

けれども、提供できない困難な状況とい

うのはどういうものか。

　第１０条の期限切れについては、再認

定を速やかに案内していただければいい

のかと思うんですけれども、これが省令

の流れなんですけれども、第３１条につ

いては、記録、保存期間について、お金

もかかわることもあるということなので、

２年から５年に引き上げられたとも聞き

ました。こういう改編というのも市独自

でできるわけですよね。それで、この条

例そのものについてどういう検討された

のかを聞きたいと思うんですが、例えば

第３３条、指針遵守のこの保証はあるの

かと。恣意的なサービス量の限定とか、

水増しというか、どっちもあると思うん

ですけども、そういうことはチェックす

るのか。第３４条の４でいう自立を引き

出す目的、行為というのが不作為になっ

たりやらなかったり、もしくは行き過ぎ

たりということのないように、これ求め

たいと思いますけれども、こういう形の

報告義務ですとか、こういったものに対

しての行政指導なんかも、省令でも行政

指導はできるんですけれども、条例になっ

てきてどうなっていくのか。そういう内

容そのものについて深めていただきたい

と思います。

○上村高義委員長　川口参事。

○川口高齢介護課参事　議案第２５号に

ついてです。どういう影響があるのかと

いうことですが、省令を写した形ですの

で、今までと大きく変更というのはない

かと考えております。
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　変更した点につきましては、山崎委員

がおっしゃられました第３１条の２年を

５年というところ以外は、そのまま従来

どおりとなっております。

　この条例につきましては、地域包括支

援センターが行います要支援認定の方へ

のケアプランを行う事業所が摂津市指定

介護予防支援事業者という位置づけにな

りますので、サービス事業所等までを含

めた条例ではなく、地域包括支援センター

が兼ねて業務としております指定介護予

防支援事業についての条例となっており

ます。

　例えば、先ほどおっしゃられました第

８条の正当な理由がなく指定介護予防支

援の提供を拒んではならないということ

で、摂津市の場合、地域包括支援センター

への委託は１か所ですので、いかなる理

由があっても提供を拒むというようなこ

とはございません。

　第９条につきましては、提供すること

が困難であると認めた場合の措置ですけ

れども、複数の地域包括支援センターが

ある場合には、基本的にはエリアが決まっ

ているんですけれども、そのエリアを超

えて別の指定介護予防支援事業者に紹介

ができると考えておりますが、現時点で

は、摂津市は１か所の事業所ということ

になっております。

　第３１条は、２年を５年に変更をして

おりますのと、第３３条について、自立

を引き出すということになっている反面、

サービスを提供しないとか、そのような

ことはないのかということですけれども、

指定介護予防支援に係りますケアプラン

作成については、必ずご本人をアセスメ

ントした上で介護予防サービス計画を作

成し、それにはご本人の同意というもの

が要ります。その点についてはご本人の

目標を引き出しながら、ヘルパーに週何

回来ていただくか、あるいはデイサービ

スに何回行くかというプランをつくるも

のです。要求をされているから要求どお

りのケアプランというのがいいのかどう

かということもありますので、そういっ

た意味ではご本人にできる力は何かとい

うことをやりとりしながら、最終、同意

をいただいたケアプランに基づいてサー

ビス提供するという形になっております。

　また、こういった指定介護予防支援事

業所に対しましても、地域密着型サービ

スということで、高齢介護課が帳票類や

プランの作成についての点検は、ほかの

地域密着型のサービスと同様に実施をし

ていきますので、行政指導などそういっ

たこともできる仕組みになっております。

　もう１点、第５条にあります介護予防

支援に関する知識を有する職員とはとい

うことですけれども、これにつきまして

は、ケアプラン作成に当たりまして包括

支援センターの３専門職種も対応します

けれども、それ以外には、介護支援専門

員を知識を有する職員として雇用をして

いただいております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　この後、議案第２６号

に出てくるその３つの専門職も含めて、

介護予防に関する職員ということなんで

すけれども、この基準が緩いというわけ

ではないんですけれども、先ほどの第８

条で断る理由というのは、いかなる理由

もないと今おっしゃられましたよね。だ

から、この第８条でいえば、正当な理由

があれば断ることができるというような

文面に読めてしまう部分なんかは、もう

断ることができないというような条例に

でもしてしまっても私はいいと思うんで

すよ。国が責任を持っていろんな不都合

が出た場合は、国がやらんといかんかっ

たやつを、条例化して、自治体でやって
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くださいと、もう丸投げですよと、もう

国はそれこそ行政指導も、問題が起きた

ときにもほんまに、国家的な問題でなけ

れば、自治体には指導もしないよという

ような恐らく無責任な態度にこれがなっ

てくる。これは国を大きく批判せないか

んところだと思うんですけれども。

　だからこれから責任も重くなるわけで

すけれども、自治体につくれという法で

縛りもかかってきているものですから、

これからの介護予防支援、ケアプラン作

成に対する摂津市の責任としての事業を

どうやっていくのかということで言うな

らば、もっといい条例をつくっていく努

力というのは、これからもしていくべき

だと。これから先もこれを見直していく

必要もあるかもしれないと思っておりま

して、その辺のお考えもちょっとお聞か

せいただきたいと思います。

○上村高義委員長　川口参事。

○川口高齢介護課参事　先ほどの、私の

第８条のお答えですけれども、基本的に

地域包括支援センター、指定介護予防支

援事業所としての活動の中でケアプラン

をお断りするということはまず基本的に

はありませんが、契約行為が成立しない

ですとか、やはり、細かい話になります

けれども、いろいろな説明をさせていた

だいても、それに同意が得られないとか、

正当な理由となり得る場合もあると思わ

れますので、市民の方にもご理解いただ

くという点では、正当な理由がなくとい

う文言は書かせていただくべきではない

かと思っております。

　全体としまして、これで十分なのか、

もっと市として細かく詰めてつくってい

くべきではないかというご意見もいただ

いておりますが、今回省令から条例とい

うことで、これで遂行しながら、これで

は不都合が生じるということで変更が必

要な場合につきましては、その都度見直

しを検討していく必要があるかとは考え

ております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　これを条例でやりなさ

いということで来たときに、どういう検

討をされましたかというのを最後に聞き

たいと思います。

　そういうのは、変更が必要になってく

れば、それはもう当然変更も考えていか

なくてはいけない問題ですけれども、こ

れをベースに要支援の事業を摂津市が責

任を持って行うという立場であるならば、

これしっかりと摂津市としてふさわしい

ものというをどう検討をやっぱりすべき

だったと思うんですけれども、その辺ど

うですか。それだけ最後にお願いしたい

と思います。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　この条例をお願

いするに当たりまして、包括の事業所に

つきましてはいろんな考え方があります。

　まず、要支援者全員に対してのプラン

を立てていくという、あくまでも、全員

の方を引き受けていくというスタンスが

ベースにあります。これは、法の決まり

がある中で動いていただくことは、本当

に行政の片腕を担っていただいていると

いう事業になっております。先ほど第８

条でもありましたように、正当な理由も

なく拒んではならないというような条文

にもなっておりますけども、まずこの条

例については、私どもとしては基本的に

厚生労働省の示す省令をそのまま活用し

ておりますが、その省令の基準より、現

在は上回るような対応となっております。

ただ、ベースとしてはこの基準を持ちつ

つ、今後の状況とか展開を見ながら進ん

でいきたいと思っています。

　また、この内容をまた強化していくこ
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とがありましたら随時改正をして、より

よいプランを立てられるようにしていき

たいと考えております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　せっかくの市の条例で

すから、いいものになるように、これか

らもそれこそ研究をしていただきたいと

思います。

○上村高義委員長　増永委員。

○増永和起委員　今、山崎委員からもあ

りましたけれども、この厚生労働省の省

令というのは、いろんな自治体でいろん

な形でやれるようにとつくってあるもの

だと思います。摂津市では地域生活包括

支援センターで行っていただいておりま

す。市との関係もしっかりと結んでいた

だいて、本当に要支援の方々にとって必

要なサービスをしっかりと提供していた

だくような、そういうプランづくりとい

うことで頑張っていただいていると評価

をしています。

　それであれば、やはり今の現状をこの

条例にもしっかりと反映させて、せっか

く条例を市でつくるわけですから、引き

写しではなくやっていくのがいいんでは

ないかなと思います。

　例えば、第３条で指定介護予防支援事

業者はどういうことかということが書か

れているわけですけれども、この中には

多様な事業者であるとか、それから指定

介護予防サービス、地域密着型介護予防

サービス事業者、地域包括支援センター

というのも書いてありますし、市という

のも書いてありますけれども、それ以外

にもここでいろんなところがこの事業に

当たれるということが厚生労働省の省令

ではなっていたと思うんです。老人介護

支援センターであるとか指定居宅介護支

援事業者、ほかの指定介護予防支援事業

者、介護保険施設、住民による自発的な

活動によるサービスを含めた地域におけ

る様々な取組を行う者、私が言おうと思っ

ているのは、摂津市ではそういう要支援

の方々に対するプランをつくるというこ

とを市がしっかりとかかわって、地域包

括支援センターが責任を持ってやってい

ただくという、そういうことが確立して

いて、これは非常にすばらしいことだと

思うんですが、この条例の中では、民間

の事業所であるとか、いろんな形のとこ

ろが参入できる内容になっていると思う

のです。それについて、摂津市として今

後どうこの事業について考えておられる

のか。今のままでいくということである

ならば、そういう内容にこの条例そのも

のをするべきではないかと思うんですけ

れども、どうでしょうか。

○上村高義委員長　川口参事。

○川口高齢介護課参事　指定介護予防支

援事業所というのが、地域包括支援セン

ターのもう一枚の看板となっております

ので、地域包括支援センター自体、民間

事業所への委託も可能となっております。

地域包括支援センターは社会福祉協議会

１か所に委託ですけれども、２か所、３

か所とふやして委託をするということは、

この先検討していく中で、ないというこ

とは可能性としてはないかもわかりませ

んけれども、地域包括支援センターを社

会福祉協議会１か所委託として、指定介

護予防支援事業所だけを民間の事業所に

委託するというのは、今の法律ではでき

ない、セットものになっております。

　ただ、１点、指定介護予防支援事業所

としては、地域包括支援センターが要支

援認定の方のケアプランを作成していま

すが、第３条第３項に書かれていますよ

うに、その方についてのケアプラン作成

の原案だけを委託するということは、現

在もお願いをしているところです。全体
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としては、指定介護予防支援事業所は地

域包括支援センター１か所ですが、要支

援認定の方へのケアプラン作成は包括支

援センター以外にも、民間の居宅介護支

援事業所にも、もう既に原案委託をさせ

ていただいている状況があります。

○上村高義委員長　増永委員。

○増永和起委員　私の質問の仕方がやや

こしくなってしまって申しわけありませ

ん。

　ケアプランそのものは、ほかのところ

にも、今でも委託をしているということ

については認識をしています。

　この指定介護予防支援事業者という、

ここですね。摂津市の場合は地域包括支

援センター１か所で行っているというこ

とで、市とも密接な関係を持ちながらやっ

ていただいているということだと思うん

です。ただ、この厚生労働省が省令をつ

くったときには、そういう摂津市のあり

方、摂津市のようなモデルというのもあ

るけれども、ほかにもいろんな形という

ことを考えてこの省令をつくったと思う

んですね。それが条例になるときに、摂

津市として、ほかにもいろんなやり方が

あるよという内容をそのまま条例にして

しまうということについてどうなのかと

いう問題意識を持っております。

　今のあり方を続けていってもらいたい

というのが私の思いです。２か所になる

とか、そういうことはあり得ると思うん

ですけれども、やはりそこに対して公的

な責任であるとか、そういうものについ

て民間に任せてしまうということではな

くて、しっかりと担保をしていくために、

せっかく条例をつくるんであれば、そう

いうことが盛り込まれた条例にする必要

があるのではないかなという思いでおり

ます。

　済みません、それについて、もう一回

お考えをお聞きしたいです。

○上村高義委員長　川口参事。

○川口高齢介護課参事　質問の意図を私

が十分理解できない答弁になっているの

で申しわけないんですけれども、この条

例につきましては、おっしゃるように摂

津市の指定介護予防支援事業者のあり方

についての条例となっておりますので、

今、摂津市は１か所の地域包括支援セン

ター、イコール指定介護予防支援事業者

の運営についての条例となっていますの

で、これで何か複数に委託をするとか、

何か不都合が生じるような条例と認識を

しておりません。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　この議案第２５

号の案件につきましては、まず基本的に

厚生労働省の省令をベースにつくってお

ります。これが、やっぱり基本的なベー

スであると考えております。

　本市の今後の要支援者の方につきまし

ての取り組み等につきましては、その基

準をベースにした上で、市としての思い

とか介護プランに基づく予防、つくり込

みとかいう部分では、一定これ以上の状

況になるときにもあろうと思いますし、

それはそれで一定高齢者の支援の強化の

ためという形で上回ることはいいことで

あると認識しております。

　ただ、基本的には厚生労働省のベース

を持った上でという形で考えております

ので、国の示す基準を市で明確にすると

いうことで提案いたしております。

○上村高義委員長　増永委員。

○増永和起委員　何かかみ合わない話に

なっているなと思って、済みません。

　この第４条になるんですかね、介護予

防支援事業者の規定に関する基準。この

指定介護予防支援事業者というのは何か

というところ、ここには法人としか書い
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ていないんですけれども、これが指定介

護支援事業者の基準ということなんでしょ

うかね。摂津市としても、そう思われて

はるということですかね。

　指定介護予防支援事業者がどういうも

のかということについて、きちんと定義

をするべきではないかなと思うんですけ

れども、どうでしょうか。その中で、摂

津市の考える指定介護予防支援事業者と

いうことについて反映を条例にさすとい

うことが必要なのではないかなと思うん

ですが。

○上村高義委員長　暫時休憩します。

（午後３時３９分　休憩）

（午後３時４４分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　堤保健福祉部長。

○堤保健福祉部長　この条例につきまし

ては、必要条件を書かせていただいてい

るという条例でございます。実際に、今

委託をしている事業所を念頭に置いて定

めたものではございませんので、現状に

おきましては、これ以上のことができて

いるのではないかなとは思っております。

　ただ、それでもってその現状で縛って

しまいますと、今後のまた高齢者をめぐ

る環境の変化等にも対応できませんので、

今回は厚生労働省のつくられた省令をも

とにやらせていただいて、現実にこれは

困るという、書類の保存期間、そういっ

た部分については現実に即して５年とい

うことにさせていただいているというの

がこの条例の提案理由でございます。よ

ろしくお願いいたします。

○上村高義委員長　増永委員。

○増永和起委員　今お話があったように、

今はこの厚生労働省の基準以上のことを

しっかりと摂津市で行っていただいてい

ると認識をしております。だからこそ、

この先もやはりきちんとした基準を維持

していただきたいと。そのためにも、こ

の条例をせっかく制定するんであります

から、そこについて厚生労働省がつくっ

ている緩やかなといいますか、摂津市よ

りも基準の緩い、そういう中身を引き写

してくるのではなく、せっかく摂津市が

頑張っている今の基準を落とさないとい

う立場から条例を変えていくという作業

をしていただきたかったと思っておりま

す。要望にしておきます。

○上村高義委員長　ほかありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　続きまして、議案第２６号の審査を行

います。

　本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　議案第２５号の審査が

終わりましたけど、議案第２５号で審査

した内容から、議案第２６号も包括支援

センターの人員配置ということになって

きています。ですから、一応これについ

ても、この基準に従えば人員配置がどう

なるのか、現在の地域包括支援センター

の人員配置がどうなっているのか、まず

お聞きしたいと思います。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　それでは、地域

包括支援センターの人員配置の件につい

てお答えいたします。

　現在、同センターは１６名の職員を配

置しております。１６名のうち１０名が

正職員、６名が非常勤の配置となってお

ります。

　職種でいいますと、主任介護支援専門

員が３名、介護支援専門員が５名、社会

福祉士が３名、看護師１名、保健師２名、

事務職員２名の配置となっておりまして、
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今回第２６号でお願いしております２ペー

ジ目の配置の条例でいいますと、第４条

の１項及び２項の人員配置の部分につい

ては基準を満たしている状況となってお

ります。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　この基準はさっきも言っ

たように、最低基準ですよね。最低基準

では、もう少し人数が少なくてもいいと

言ったらおかしいですけども、そういう

ことになるのかなと、その辺説明はなかっ

たんですけども、先ほどの議案第２５号

と同じように、今しっかりやっていただ

いている地域包括支援センターの事業に

対して水準を落とさないという立場でこ

の条例も定めるような、ハードルを上げ

ていくというか、基準を維持するという

基準というのをつくろうというお考え、

検討はされませんでしたか。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　まず、この議案

第２６号の基準の設定につきましては、

まず厚生省令の基準で今までやっており

ました。引き続きその配置の条件の中で、

本市としましては、この配置基準より少

し上回る状況となっておりますが、今現

在、高齢者を取り巻く状況を考えますと、

地域包括支援センターはいろいろな処遇

に対応していただいております。特に虐

待等を含めますと、言葉で表現できない

ぐらいいろんな仕事がありまして、こう

いう仕事をしていただいていますよとな

かなか伝えにくいところがありまして、

黙々と対応していただいており、市と連

携しまして取り組みを進めております。

また、調整にも時間を要している状況で、

どうしても現実的にはこの基準より、本

市の戦略としまして上回る基準で対応し

ていかないと対応できないという現状も

あります。そうしたことから、本市とし

てもこういう状況で継続していきたいと

思っております。

　ですから、基準のベースとしてはこの

厚生労働省の省令に基づく基準を持ちな

がら、現実的な対応としまして、積極的

な対応をしていく観点から上回る状況に

なっているという形で考えておりまして、

その基準を引き上げて今の体制の基準で

対応していくというのは、先ほど部長も

答弁しましたように、なかなか身動きが

とりにくくなると。新たな制度改正に対

応しにくくなるとかも考えていますので、

その辺は柔軟に対応していく観点から、

ベースはきちっと定めて、それを守って

いくという形で取り組んでまいりたいと

考えております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　もちろんこの配置基準

というか、介護予防、地域包括支援セン

ターに携わる行政水準はぜひ維持しても

らいたいし、発展をさせていってもらい

たいとは思います。

　そういう意味では、今あるものにボー

ダーラインというか、一番下のアンダー

ラインというか、これを引き上げていく

というのも、それこそほかにも発信する

という意味では、摂津市の介護に対する

行政水準というのは高いんだよというこ

とが発信できるものになるのかなと思っ

ております。それで、そういう意味で少

し残念かなと思っております。要望とし

ておきます。

○上村高義委員長　他いいですか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後３時５２分　休憩）

（午後３時５３分　再開）

○上村高義委員長　再開します。
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　議案第３６号及び議案第３７号の審査

を行います。

　本２件については補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　これは介護保険法改正

に伴うもんなんですけども、法の改正に

伴って条項ずれということなんですけれ

ども、今は、まだ改正前の条項が見れま

すんで、見ましたら、第８条の２第３項

というのは介護予防訪問入浴介護なんで

すね。第８条第２の第４項というのは訪

問看護なんですね。保健センターとして

は、訪問看護の仕事を引き続き、第２条

７号で続けるというものになるというこ

となんですけれども、そうすると、この

現行の訪問入浴介護というのが条文から

なくなったのかなと思いまして、その辺

ですね。そうすると、訪問入浴の、保健

センターはやってはりませんけれども、

摂津市での状況はゼロなのか、それもお

聞かせいただきたいと思います。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木保健福祉部参事　まず、訪問入浴

の件数につきましてはゼロ件でございま

す。

　ただ、この条例と介護保険制度の改正

における法律に基づいて対応するわけで

すけども、その条文の改正によりまして、

摂津市の条例がその介護保険法に当たっ

ているところがあり、今回、摂津市の介

護保険条例の保険料の部分であるとか、

附則でその条文に当たっているところの

変更等に係るものを提案させていただい

ておる状況でございます。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　これは、だからもう国

の法律の話ですからあれなんですけども、

摂津市でも予防のための訪問入浴という

のはゼロ。国の全体でも多分そういうこ

とになったんだろうと思うんですけれど

も、だんだん使えなくなるような介護予

防の制度そのものも切り縮めていくとい

う動きには、なかなか私は賛成できへん

と思うんです。国のこれ法律の話ですか

らあれなんですけども、こういったこと

での保健センター条例ですか、介護予防

にもこれからもしっかりとお仕事を続け

ていっていただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

○上村高義委員長　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後３時５７分　休憩）

（午後３時５８分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　続きまして、議案第２０号及び議案第

２１号の審査を行います。

　本２件については補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　この条例は、それこそ

名前の変更、もうこれ合併するというの

もわかっている話なんですけれども、指

定管理者制度そのもの、障害福祉の部分

での指定管理者制度のあり方として結果

的にはいい形で来ていると言うたらおか

しいんですけども、社会福祉事業団が受

けていただいていたという背景はあるん

ですけども、この指定管理制度には一応

期限がありますよね。その先、指定管理

制度そのもののあり方をどう考えてはる

かだけ、ちょっとお聞かせいただきたい

と思います。

○上村高義委員長　吉田課長。

○吉田障害福祉課長　それでは、指定管

理者制度自身に関しましては、今回、法

人合併させていただいて、特にみきの路
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とふれあいの里ということですので、専

門性の高い事業なり、サービスをしていっ

ていただいておるということでございま

すので、よりよく今後もサービスの提供

をしていただいて、この指定管理制度に

のっとって進めていただけたらなと思っ

ております。

　今回、ヒアリング等も改めて行いまし

て、今後もサービス提供を頑張っていた

だけるというお話も聞いておりますので、

今回合併を契機にさらに世代間の交流を

していただいて、サービスの質の維持に

努めていただけたらと思っております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　こういった福祉関係の

施設をお任せする、お願いをするのに対

して指定管理者制度というのは、期限後、

公開入札になっていってどういう話にな

るのか非常に不安というか、それこそ運

営者自身も利用者にも、もし母体が変わっ

ていくかもしれないというふうなやっぱ

り不安もあるんです。そういう意味では、

指定管理者制度が公開入札求めていくこ

とになるかどうかわかりませんけども、

そういう話になっていくのかどうか、そ

れがふさわしいのかどうかということを

ちょっとお聞きしたかったんですけど、

もう一度お願いします。

○上村高義委員長　吉田課長。

○吉田障害福祉課長　指定管理者制度自

身が、原則、公募という制度ではござい

ますが、指針にもあるように、質の高い

福祉サービスを提供しているということ

で、この平成２６年度の指定管理に関し

ては非公募という形でさせていただきま

したし、今回そのサービスを合併したと

いうことであるけれども維持していると

いうことで再指定をしておりますので、

原則そういう形にはなっておるんですけ

れども、次回に関しましてはどのように

なるかというのはこれからとは思います

けれども、今後のこのサービスの質の維

持を続けていただけたらと思っておりま

す。

○上村高義委員長　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後４時３分　休憩）

（午後４時６分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　討論なしと認め、採

決します。

　議案第１号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第６号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第７号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。
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　議案第８号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１１号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１３号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１４号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２０号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２１号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２５号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３７号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　暫時休憩します。

（午後４時　９分　休憩）

（午後４時１１分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　本委員会の所管事項に関する事務調査

について協議します。

　平成２７年度委員会行政視察を実施す

ることに異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　異議なしと認め、そ

のように決定いたします。

　次に、視察事項、視察先、視察日程等

についてご協議いただきます。

　それでは、日程と視察先につきまして
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今検討中というか、協議中というか、皆

さんの意見をいただいて随時検討してお

りますんで、それが決まり次第報告しま

すけども、所管事項については今から説

明しますけど、それでご了解いただきた

いと思っていますんで、よろしくお願い

します。

　そうしたら、時間の関係上、今回の会

期中に視察先等の決定は困難かと思われ

ますので、本会議最終日において、常任

委員会の所管事項に関する事務調査につ

いて、閉会中に調査することが諮られま

す。

　本委員会の所管事項については、老人

福祉行政について、障害者福祉行政につ

いて、保健医療行政について、環境衛生

行政について、商工行政について、農業

行政についてを平成２７年度末まで、閉

会中に調査することにいたしたく思いま

すが、異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　異議なしと認め、そ

のように決定いたします。

　それでは、次回開催時は、視察項目、

候補地、複数の希望日等をご提案いただ

きますようご検討をお願いします。

　これで、本委員会を閉会します

（午後４時１３分　閉会）

　

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

民生常任委員長 上 村 高 義

民生常任委員  増 永 和 起
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